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ⅠⅠⅠ

論文内容の要旨

本論文は ｢塑性応答に着目した多層建物の損傷に 関する研究｣
と題 し, 以下の 6 章か ら構成される 0

第 1 章 序論

第 2 章 R C 造骨組の地震時塑性率に及ぼす柱梁耐力比の影響

第 3 章 鋼構造骨組の 地震時塑性 エ ネルギ
ー 分布に及ぼす柱梁耐力比の影響

第 4 章 強震を受 ける 2 層鋼構造建物で塑性変形が卓越する際
の応答

第 5 章 強震を受ける剛滑り支承戸建て 免震建物の応答

第 6 章 結論

以下に各章の 概要を示す｡

第 1 章
｢序論｣ で は , わが 国の耐震設計の 変遷および建物の 地震応答評価

手法の 対象と事例に つ い て 述

べ
, 柱と梁の耐力比や地震入力 エ ネル ギ

ー に着目して 損傷評価を行う手法の事例, 低層建物および免震建

物の損傷予測手法の 事例に つ い て 言及し, 塑性応答に着目
した損傷評価手法の必要性を示し･ 本研究の目

的と意義を述 べ て い る｡

第 2 章
r R C 造骨組の 地震時塑性率に及ぼす柱梁耐力比の影響｣ で

は
,
R C 造建物に つ い て柱 と梁の耐

力比 (柱梁耐力比) と塑性率の 関係に つ t
) て 考察して い る 0 両者の 関係から, 弱点層をする建物と有しな

い 建物で層崩壊機構を防ぐために 必要な柱梁耐力比に
つ い て 検討を行 い ･ 柱梁耐力比の 有効性に つ い て 述

べ て い る｡ 結論 で は, 強度が相対的に弱 い 階が存在する と, 層崩壊機構
を防ぐため に大きな柱梁耐力比が

要求されるが, 明確な弱点階が存在する建物で あ っ て も, そ
の 上限は存在する 0 ま た, 明確な弱点階を有

する建物の 層崩壊機構を防ぐた めに必要な柱梁耐力比
は, 弱点階を有しない建物で必要な柱梁耐力比より

0 .4 ～ 0 .6 程度大きくなり, 建物の強度分布が同じ である場合 に は地震力の大きさ
に よ っ て 大きな影響を受

ける と述べ て い る ｡

第 3 章
｢鋼構造骨組の地震時塑性 エ ネル ギ

ー 分布 に及ぼす柱梁耐力比の影響｣ で は, 3 , 9 層鋼構造骨組

を対象に , 柱梁耐力比に 着目し, 梁の 耐力を
一

定と したまま柱の 耐力 を種々 変化させ る こ と で,
エ ネル

ギ ー 分布 と柱梁耐力比の 関係お よび柱梁耐力比の 定義に つ
い て検討を行 っ て い る 0 そ の結果, 全階ほぼ均

等な中低層魚骨型鉄骨骨組に お↓
) て , 柱梁耐力比は柱 と梁の 節点の上下左右の 柱梁強度の 和

で定義するの

が適当であると述 べ て↓) る｡ また, 柱梁耐力比が 1 を超えると柱の 強度分布
や層の 位置にかか わらず層降

伏 エ ネル ギ
ー が減少しは じめる ｡ 周期の 長 い建物の 高層部で大きな増幅率が要求され るとされる従来

の 動

的増幅係数は ,
エ ネ ル ギ ー

の 面か ら見る限りで は各層均等に必要 であり, 建物の強度分布が A f 分布
か ら

著しく異なる建物で は , 柱梁耐力比 の みで 部分降伏の制御
が困難な場合がある こ とを述べ て い る 0



ⅠⅤ 論文内容の要旨

第 4 章 ｢ 強震を受ける 2 層鋼構造建物で塑性変形が卓越する際の 応答｣ で は, ベ
ー

ス シ ア係数 0 . 2 ～ 0 . 3

程度の 層降伏型の 2 層鋼構造建物を対象に , パ ル ス 的な入力を想定した人工地震動 を用 い て 地震応答解析

を行い , 建物の強度分布 とべ 十 ス シ ア係数の 関係から, 2 層鋼構造建物の応答に つ い て 考察を行 っ て い る｡

その 結果, 強震を受 け塑性変形が卓越 した場合の 応答は剛塑性応答に近づくこ と, 剛塑性理論に基づく応

答か ら, 強震時の塑性変形が卓越した際の 1 , 2 階 の変形 は, 地動加速度と 1 , 2 階のせ ん断力係数か ら求

まる条件か ら予測可能 である ことを述 べ て い る ｡ また , 実地震動に対する応答解析結果と比較 して , 提案

した手法の有効性に つ い て 述べ て い る ｡

第 5 章 ｢ 強震を受ける剛滑り支承戸建て免震建物の 応答｣ で は, 基礎部に剛滑り支承型復元力特性の免

震層をもつ 2 層戸建て 住宅が, 地震動を受けた際に 変形する条件に つ い て , 剛塑性理論を用 い て 検討 を

行 っ て い る｡ そ の結果, 上部構造と免震層の 復元力特性を剛塑性 と仮定すると, 上部構造 と免震層の 変形

は
, 地動加速度と免責層および 1 階の せん断力係数の 関係か ら求ま る条件に よ っ て予測可能であると述べ

て t ) る｡ また, 上部構造の 復元力特性を完全弾塑性と仮定する と, 提案した条件は応答の 上限≒をる こ と

を述べ て い る｡

第 6 章 ｢結論｣ で は, 本研究で得られた結果を総括して 述べ て い る ｡
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1

序論

1 .1 背景

近年, 敷地の制約や使用目的の多様化 により, 平立面形状が複雑な建物や不連続な剛性お よび強度分布

を持つ 建物が多くな っ て きて い る ｡ ま た, 鉄筋 コ ン クリ
ー トや鋼構造の 技術革新や施行技術 の 向上 に伴

い
, 超高層鉄筋 コ ン クリ

ー ト造建物な どが数多く建設さ れて い る｡ わが国は世界有数の 地震大国であり,

地震動を受けた際に い ずれの 建物も倒壊 しない こ とが重要 であり, 耐震規定に よ っ て正 しく定める必要が

ある ｡

現在の 建築構造物の設計法は, 建築基準法な どの各種規準を満足するよう に設計を行う, 仕様規定型設

計法が主流 とな っ て い る ｡ しか しながら ,
19 95 年の兵庫県南部地震の被害を契機 として , 所定の 性能を

満足すれば, 認める と い う性能規定型の設計法が認められ る方向に ある ｡ 性能評価型設計法は, 建物の

耐震性能を評価する た め, 不整形 な構造にも適用 しや すい ｡ そ の 結果, 設計の 自由度が高くな るとV
) う

メ リ ッ トがあるなど, 現在の設計法よりも合理 的で ある ｡ 性能評価型耐震設計法は, 米国の A T C -4 0
1) や

F E M A - 2 7 3
2)

,
我が国の建築規準法3) に代表さ れ, 想定した地震動に 対する建物の 非線型応答の推定は最

も重要な項目の l つ で ある ｡ F E M A - 2 7 3 で は, N S P( N o nli n e ar S t a ti c P r o c e d u r e)
2) と して , 20 01 年の改正

建築基準法
3) で は, 等価線形化法 と応答ス ペ ク トル法を組み合わせた 限界耐力計算法

4) として 取り入 れら

れて い る｡ これ ら性能評価型設計に用い られる, 等価 1 自由度系モ デル による応答推定手法 は簡便で はあ

るが , 強震時に単
一

の 代表的なモ ー ドで振動 しなくなる可能性の ある不整形な建物に対して は適用が難し

い と いう問題があり, 地震応答解析 に よ っ て確かめる必要がある ｡

1 98 1 年より施行されて い る建築基準法 にお ける許容応力度等設計法 は, 建物が強震動を受けた ときに,

部材の強度や応答が設計の意図通りに発揮されな けれ ば意味がない ｡ 許容応力度等設計法で用 い られ る保

有水平耐力の検討は, 構造物の危険断面に塑性変形が生 じ 弾性応力解析の応力が降伏に伴 い再配分さ れ

るこ とを考慮し
, 構造物が崩壊機構を形成するときの 最大耐力が設計用の外力に比べ て 大きくなる こ とを

確認する方法で ある ｡ 従来用 い られ て きた終局強度設計法が部材 として の 最大強度 を考えるの に対して ,

構造物全体と して の最大耐力を用 い る点が大きく異なり, 構造物に 必要な耐力を把握する こ と は重要 で

ある ｡

許容応力度設計法から終局強度型設計法 へ と移行 しつ つ ある現在 で は , 地震時に おける各部材の詳細な

変形や応力を求める こ とが必要とな っ て きて い る｡ 兵庫県南部地震に よ っ て , 現在ま での 地震被害か らで
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は考 えられなか っ た中間階の崩壊やピロ ティ形式の 建物の 1 階崩壊 な どが数多く見られ
5~7)

, 想定以上 の

損傷を受 けた建物が 多く見られ , 耐震規定 でも倒壊の 危険性を回避で きな い 可能性がある こと を示唆し

た ｡ 終局強度型設計法で は, 作用荷重を荷重係数で割り増した設計用荷重を用い て , 弾性解析に より計算

される最大の部材応力 を上回る終局強度を確保するように設計する ｡ その た め, 構造物が靭性の ある塑性

変形 をする こと を考えて い る こ とから, 弾性系の地 震応答 を大幅に 低減して 地震荷重を設定して い るな

ど, 塑性変形 に伴う応力の 再配分 に つ い て は略算的に考慮する こ とが あり, 問題 を生 じる可能性がある ｡

よ っ て , 塑性変形の応答の影響をはか る必要がある ｡

靭性に 依存した耐震設計 で は, 地震入力 エ ネル ギ
ー

を特定層で はなく, 建物全体の降伏 ヒ ン ジで 吸収す

るような, 梁曲げ先行型の全体降伏機構を形成するような設計が望まし い とされて い る｡ 鉄筋 コ ン クリ
ー

ト構造に お い て は, 日本建築学会の
｢鉄筋 コ ン ク リ ー ト造建物の靭性保証型耐震設計指針 ･ 同解説

8)
｣ で,

設計時に想定した梁曲げ降伏先行型全体降伏機構 を確実に実現させ るために , ヒ ン ジ部材に対して は十分

な靭性を確保 し, 非 ヒ ン ジ部材 には曲げ降伏 ヒ ン ジの 発生 な どの脆性的な破壊が生じ ない ように部材設計

を行う こ ととして い る｡ 同様に , 鋼構造 にお い て も,
｢ 冷閤成形角形鋼管設計 ･ 施行 マ ニ ュ アル

9)
｣ に お い

て , 層数や クライ テ リア に よ っ て は梁崩壊型機構を達成するた めに必要な柱梁耐力比が規定されて おり,

柱梁耐力比 は建物の耐震性能を確保するた めに有効で ある とされて い る ｡ しかしなが ら, 骨組を構成する

梁および柱部材の 耐力ほ, 使用する材料強度の ばら つ きや耐力評価式の精度な どから, ある程度の不確定

性を有する と考 えられ , 柱と梁の 耐力比に もばら つ きが生じる ｡ その結果, 設計された骨組全体の耐震性

能もある程度の ばらつ きを有する こ とに なる｡ また, 地震動の 影響に よ っ て は, 想定した強度以上 の応力

が生 じ 柱が降伏する可能性もあり, 規定されて い る柱梁耐力比が充分で ある との確証 はなく, 把握で き

てし) な い 問題もある と考えられる ｡ 以上の ような問題から, 梁崩壊型機構が達成するための柱梁耐力比を

実務設計に お い て , い くらに設定すれ ばよ い か となる と, 骨組の 形態や層数, 想定する地震動に応じて そ

の値が変化する こ ともあり, 設計 に直接供せ るだ けの簡便な情報 は必ずしも蓄積されて い な い ｡

2 0 05 年の建築基準法に よ っ て 告示された エ ネルギ
ー 法
1 0) は地震エ ネル ギ

ー

の 釣合 い に よ っ て建物の 応

答を把握する手法であり, H o u s n e r
l l
,
12) が予見し, 秋山

13
,
1 4) に よ っ て 具現化された エ ネル ギ ー 理論が元

に な っ て い る｡ 地震時の 総入力 エ ネルギ ー は , 建物の全質量 と主要振動周期の みに ほぼ依存する安定した

量であり, 耐震設計や診断に お い て 有力な指標で あるとざれて い る ｡ 不整形な建物等に も適用 で きる こと

か ら, エ ネル ギ ー 法は今後 , 設計法の 主流 に なると考えられ, エ ネルギ
ー

の建物 へ の入 力性状や, エ ネル

ギ ー 法の適用範囲をおよび, その特性 を把握するこ とは重要な課題 である｡

エ ネル ギ ー

理論に よ っ て建物の応答を把握する手法は, 地震に より建物に投入 される エ ネル ギ
ー

入力

と
, アイ ソ レ

一 夕とダン パ ー で吸収される エ ネル ギ ー 量を等値とする こ とで, 免震層の最大応答変位や最

大せん断力を簡便に予測する こ とがで きる
15) た め, 包絡解析法として , 免震構造設計指針

1 6) に取り入れ

られて きて い る｡ こ の よう に免震建物を簡易なモ デル に置き換えて , そ の 応答を評価する手法は, 簡便 に

応答 を予測で きるため, 基本設計に用 い る際には有効である｡

また, 兵庫県南部地震に よる被害や
､
建築基準法の改正に ともなう, 2 0 00 年の 免震関連告示に よ っ て ,

建築物普及の た めの条件が整備されて きた こ とか ら
17- 1 9)

, 免震建物が増加して きて い ると ともに , 免震

建物の 応答予測に関して研究が多く行われて きて い る ｡ こ の流れか ら, 旧基準法で は コ ス トの面で 負担の

大きか っ た戸建て住宅の免震設計も, 新たな設計ル ー ト に より, ますます推進されて い くもの と考えられ

る｡ 免震建物に用い られる免震装置は種々用 い られて きて おり, アイ ソ レ 一

夕
ー とダン パ ー の復元力特性
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を元に地震応答解析を行う ことが多い ｡ 近年で は, 戸建住宅に おい て , 滑り支承を用 い た免震装置が多く

用心) られるように な っ て きて おり, その 応答予測法が必要とさ れて い る ｡ 免震建物の 設計に お い て
一 般的

に用 い られる包絡解析法
16) は, 基礎免震建物に適用する際に, 上部構造 を十分な重量 をもつ 剛体として

扱うこ とが基本に ある こ とや , 上部構造の 固有周期 と免震周期の比に よ っ て , 十分な予測が で きな い 場合

もある
15)
｡ ま た , 限界耐力計算法によ る方法で は, 設計の 負担が大きくなると いう問題があり, 戸建て 免

震住宅の 応答評価法に は検討の余地がある ｡

以上の ように , 柱と梁の 耐力比や地震時の エ ネル ギ
ー

入力お よび, それらの 関係に つ い て 把握する こ と

は, 今日の 耐震設計にお い て 重要な課題の 1 つ で ある ｡ しか しながら, その 性質に関して 充分な言及が な

されて な い 部分がある こ とは, 耐震設計における危険性の リス ク を見過 ごすこ とに なり, 無視で きな い 問

題で ある ｡
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1 .2 既往の研究

1 .2 .1 柱梁耐力比と損傷に関す る研究

耐震安全性を確保するために , 梁崩壊型機構がで きるだ け達成で きるよう に設計する
こ とがある0 その

場合, 梁崩壊型機構の形成 を確保するために , 梁の全塑性モ
ー メ ン トに対する柱梁耐力比を い くら以上に

すればよ い の か とい う問題が派生する｡

梁崩壊機構を満足するた めに必要な柱梁耐力比に関する既往の研究に は, 静的水平下に お
い て 梁崩壊型

機構を形成させ るために 必要な柱梁耐力比に 着目した流れ と, 動的応答
にお い て

, 柱の塑性化 を最小限k

留めるた めに必要な柱梁耐力比に着日した流れがある｡ 前者で は , 水平力の 層方向分布変動や, 部材耐力

の ばら つ きを考慮した信頼性解析が いく つ もみ られる
2 0 誹 )

｡ 〕ユずれ も, 種々 の 変動を考慮して もなお･

梁崩壊機構を形成させ るた めに は , 相当大きな柱梁耐力比が必要であるこ と, また, 層数が多くなる
ほ ど

大 きな比が必要で ある こ とを示して い る ｡ また, 後者の層方向 へ の 荷重の大きさ, 方向, 分布が時々 刻
々

変動し, 骨組部材に複雑な載荷
･ 除荷履歴を誘発する地震応答に お い て ･ 崩壊機構を定義する こ とは容易

で はな い ため, 柱の 塑性化が極く限られた応答を保証するた めの柱梁耐力比に つ い て も多くの 検討が なざ

れて い る
3 7 ｣ 9)

｡

ま た, 柱梁耐力比に よる崩壊機構の 形成条件か ら, 損傷 との 関係に つ い て論じた研究は多くあり, 層
ご

とに扱う柱梁耐力比を高さ方向の 耐力分布との 関係づけ, 耐力変化層と損傷 との 関係に つ
い て 検討を行 っ

て い る｡ 山田ら
4 9) や兼光ら

5 0)
, 加藤

5 1) は
, 柱降伏型の 骨組で は , 第 1 層お よび耐力変化層

へ の 損傷集中

現象が起 こる こ とを報告して い る ｡ 寺本ら
5 3) は柱梁耐力比, 高さ方向の耐力分布形として , 連続分布

･ 階

段状分布の 2 種類をパ ラメ
ー タ として , 綱構造 1 0 層ラ

ー メ ン 骨組の 弾塑性応答解析を行い , 梁降伏型骨

組で は柱降伏型骨組より損傷集中が緩和され, 耐震的に有利 である こ と, 柱梁耐力比が 1 ･5 の場合に は柱

材に は塑性 ヒ ン ジが発生せず, 安全な梁降伏型架構となる こ と, 耐力の 高さ方向分布が A ∫分布に比例 し

て連続的に変化する場合に は, 応答が特定層 に集中する ことなく安定した応答性状を示す こと, 実際の 建

物を想定した階段状に 高さ方向耐力が分布する場合に は, 耐力が不連続な層に応答が集中する可能性があ

る こ とを明らか に した ｡ しか しなが ら, これらの 研究は, 梁の 剛性が ある程度確保されたモ デル及び柱脚

を固定した骨組に つ い て , 高さ方向の各層の 耐力分布に対する損傷分布 を扱 っ て おり, 充分な検討で はな

か っ た ｡ それに対し, 呉ら
48) は半剛接骨組の応答解析を行V ) , 同じ耐力を持 つ 骨組で も梁の 剛性が柱に比

べ 非常に小さ い場合は, 最下層部また は耐力変化層 へ の損傷集中をもた らすこ とを明らかに して
い る ｡ 小

堀ら
3 7) は梁降伏型架構が成立するた めに必要な柱部材 と梁部材の 曲げ耐力比 に つ い て 3 層骨組を対象に

研究を行 い , 梁強度和 を柱強度和より小さく, 柱
･ 梁強度比を 0 .5 ～ 0 ･ 7 程度にと どめる こ とに より, 柱の

応答は梁の 応答に 比較して 十分制御する とが で きる と述べ て い る｡ 秋山ら
5 6) は塑性化が部材端に の み生

じ完全弾塑性型復元力特性の塑性ヒ ン ジを持 つ , 5 層 1 ス パ ン の 骨組モ デル を用 い て , 弾塑性応答解析を

行 い , 柱の 多少の塑性化を許容し, 第 1 層柱脚固定の 場合の 1 層を除 い て柱で 吸収される エ ネル ギ
ー がそ

の層で 吸収される エ ネル ギ ー の 0 .1 以下となる こ とを梁降伏型がはぼ成立 しうる条件に 対して , 基本骨組

の柱強度 に対する比率が 1 . 3 倍以 上の柱強度があれ ばよ い と述 べ て い る｡ 張ら
5 7) は耐力を 2 層, 3 層で 変

化させた 5 層フ レ
ー ム モ デル の応答解析を直下型, 海洋型地震動 に対して 行い , 層の 強度が弱 い , 1 層,
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3 層で損傷集中が生 じ い ずれの 地震動 にお い て も, 第 3 層が最初に耐力劣化する こ と, 直下型地震動は

単調載荷と同様に複数の層に ほぼ同時に降伏や 耐力劣化をさせ , 損傷は構造系全体に分散する ｡
一 方, 海

洋型地震動は繰り返 し載荷と同じく, 各層で小さな変形を繰り返させ, 初期に 降伏や耐力劣化を した層に

損傷が集中する こ とを示 して い る ｡ 中島ら
5 4 , 5 5) は

, 低中層鉄骨骨組を対象に 梁崩壊型機構を指向し, 柱

の 塑性化を許さな い ため に必要な柱梁耐力比に つ い て研究を行 い , 柱の 塑性化を許さな い た めの柱梁耐力

比は, 地震動の入力 レ ベ ルが高くなるは どほぼ線形に増加するこ と, 必要な柱梁耐力の 上限を持ちに くい

理由を, 1 次モ
ー ドに弾性 2 次モ ー ド的な増分挙動が重畳される こ とに起因する こと, 現行の 耐震設計に

ょる多くの 低中層鉄骨骨組が有する柱梁耐力比 (例えば文献
6 0) によれば, 1 . 0

～ 1 .2 程度が多い) よりも大

き い こ とを明らか に して い る｡ 前田ら
6 1) は中低層鋼構造骨組の 大地震時に おける動的応答性状 に つ い て ,

中低層骨組の 層の 損傷は降伏せん断力係数 と降伏せん断力係数の 影響が支配的で ある こ と, 骨組の 中柱 で

は柱梁耐力比が 1 .5 以上 で あれ ば柱に損傷がは とん ど生 じな い こ と, 柱梁耐力比が 1 以下で あ っ て も, 接

合部パネル の 損傷負担が増加するた めに , 柱の 損傷はあまり増加 しな い ことを示した ｡

以上をまとめる と, 耐力比の変化層で は変形集中が起 こる こ と, 必要な柱 は耐力比は入力やモ デル に

よ っ て 大きく異なる こ とが い える ｡ しか しながら,
こ の ような多数の柱梁耐力比と損傷に 関する研究の い

ずれもエ ネル ギ
ー 応答に関連づけたもの はなく, エ ネル ギ ー の観点か ら考察する必要がある｡

1 . 2 . 2 多層骨組の エ ネルギ ー

入力 に関する研究

エ ネル ギ ー

入力に 関する研究は これ まで にも多くあり, エ ネル ギ ー 法の施行10) に より, エ ネル ギ
ー

入

力 に基づく建物の 耐震設計は法規化さ れ, エ ネル ギ
ー に よる応答評価 が現実の 設計で用 い られるように

なっ て きた ｡ H o u s n e r
l l) は エ ネル ギ ー に基づく耐震設計に関する先駆的な研究を行 い , 秋山

13
,
14) は こ の

H o u s n e r の 方法を発展させ , エ ネル ギ
ー

入 力に基づく耐震設計の 方法を提示して い る ｡ 秋山
13
,
14) は完全

弾塑性型の 多質点系に お い て , 地震 によ る エ ネル ギ ー

入力 と損傷の 分布 に付い て , 1 次固有周期, 総質量

が等し い振動系 へ 入力される総 エ ネル ギ
ー

は
一

定 であり,
強度 ･ 変形特性に峠よらな い とし, ある 1 つ の

層の 強度が他層に比べ て著しく小ざ い 場合に は他層は塑性変形せ ずに弾性範囲内に と どまり, エ ネル ギ
ー

の 超過分 は弱 い そう に集中して 入力される こ とを示した｡ P a r k ら
62
,
6 3) は応答最大変形及 び履歴消費 エ ネ

ルギ ー

の両者によ っ て 構造物の損傷レ ベ ル を評価する指標を提案し
,
実験及び実際の地震被害 との 対応性

の 検討を行 っ て い る ｡ 掘ら
6 4) は 1 自由度系に縮訳 した モ デル を用 い て エ ネル ギ ー 的見地から R C 造建物

の地震時 エ ネル ギ
ー 応答性状および応答最大塑性率 とエ ネ ル ギ

ー 消費の 両者を考慮 した耐震設計手法の検

討を行い , 地震入力 エ ネル ギ
ー は ､ 構造特性に対して は安定した値 であり, 地震動の 破壊力指標 として 用

い る こ とが で きるとし, エ ネ ル ギ ー 応答 は, 地震動の繰り返し効果を考慮する指標 として 有効で ある と述

べ て い る ｡ 衣笠ら
6 5) は地震動の威力を エ ネル ギ ー

入 力量 とエ ネル ギ ー

入力速度とに より評価し, 1 質点に

モ デル化され た鉄筋 コ ン クリ ー ト構造物の 応答変位量がある値以下 となる に 必要な耐力算出法の 提案 を

行 っ て い る
｡
向井ら6 6) は, 最大応答変移を振幅とする

■
定変位振動時エ ネ ル ギ ー

入力速度 と実際の 応答 に

おける エ ネル ギ ー

入力速度が等しくなる と仮定し, 地震動の威力を エ ネ ルギ ー

入力速度 と エ ネル ギ ー 入力

量で捉える こ とにより, 地震時の 繰り返し回数と応答変形の片寄りを示す係数を用 い た建物の 必要耐力算

出式を提案して い る｡ 丸橋 らは向井ら67) や松森ら
6 8)
, 小林ら

69) に よる多層骨組を等価 1 自由度系に縮約

して , 損傷予測を行う手法は ,
地震特性が部材の 損傷分布に影響を与える こ とか ら, 高精度の予測が困難
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で ある として , 文献
7 0) に よる ｢層せ ん断余裕率｣ と い う指標を用 い , エ ネル ギ ー 法1 4) に基づ い た耐震安

全性検証手法の 提案を行 っ て おり, エ ネル ギ
ー 分布 と層せん断余裕率分布 との 間に強 い相関性がある こ と

を示した7 1) ｡

こ の ように , エ ネル ギ
ー

入力に 関する研究は多くあるあるが, 柱梁耐力比に 対してや動的増幅係数
8 , 7 2)

な どの係数 との 関連付けを行 っ たもの はなく検討の 余地がある ｡

1 , 2 . 3 多層骨組の損傷分布予測に関する研究

一 般的に損傷が集中する崩壊系は層の 崩壊及び構造物の倒壊の 危険性が高 い こ とから耐震設計上 , 避 け

なければならな い もの の 1 つ で ある｡ 近年の兵庫県南部地震で は層崩壊 した R C 構造物が数多く報告され

て お
一

り
5
,
6)
, 崩壊層を有する建物の 危険性が再認識され た ｡

一 方, 性能評価型耐震設計に と っ て構造物を

合理的か つ 簡易的に 評価する こ とが重要であり, その ために は多層建物の地震応答解析 を行わ ない ことが

その 条件と い える｡

多層骨組の損傷分布予測に関する研究に は, 等価 1 自由度系に縮訳して , そ の応答から損傷分布を予測

する手法がある｡ 限界耐力計算法
4) は, 多層建琴物の 地震時に おける各層ある い は各部材の 最大応答値を

当該建築物の構造特性 を代表する等価 1 自由度系の最大応答値 に基づ い て評価する手法である ｡ 想定する

地震動に対して建築物の 塑性変形量に応じた等価粘性減衰を考慮した応答ス ペ ク トル( D e m a n d Sp e ct ru m )

と建築物の構造特性を表す耐力曲線(C qp a cit y S p e c t ru m ) を重ね合わせ , その 交点を想定する地震動に対

する建築物の応答代表値 とし, その 代表値か ら各層の応答値を推定して い る ｡ 上記の応答評価法は い ず

れも地震動の効果を各種の 応答ス ペ ク トル で表し, 弾性系の 応答か ら弾塑性系の 応答を推定するもの で

ある ｡

また, 構造物の耐震安全性 に係 わる大きな変形 レ ベ ル の地震応答は, 弾性系の 応答よりも完全弾塑性系

の応答に 関連性が高 い と思われる ｡ 倉本ら
7 3
,
7 4) は多層建築物の 時刻歴地震応答結果に基づ い た振動モ ー

ド分解法に よ っ て 1 次モ ー ド成分 と高次モ ー

ド成分を求め, 層せ ん断力およ び層間変形の時刻歴が略算式

に より精度よく予測で きる こ とを示し, 限界耐力計算にお ける耐震性能評価法 に対して 高次モ ー ドの影響

を考慮する こ とを目的と して , 多層建築物の最大層せ ん断力お よび最大層間変形の 評価式 を提案して い

る｡ 向井 ら
7 5) は多層骨組 にモ デル化された中間層崩壊 を含む層崩壊型 R C 構造物 を対象に , 等価 1 質点

系を用 い る こ とで 骨組モ デルの 地震応答解析を直接行わな い簡易予測手法を提案して い る｡ C h o p r a ら
7 6)

は等価 1 自由度系に よる地震応答評価法である C a p a ci ty S p e ct ru m M et h o d
7 7) を 2 次および 3 次モ ー ドに

拡張し, モ
ー ダ ル アナリ シ ス に よ り高次モ ー ドを考慮 した応答値評価 を行 っ て い る ｡ 森 ら

7 8
,
79) は, 1 次

モ ー ド応答に等価 1 自由度系の弾塑性応答解析結果を用 い , 2 次およ び3 次の応答ス ペ ク トル を組み合わ

せたモ
ー ダル アナリシ ス に よる評価法を提案して い る｡

多層骨組の 損傷を層ごとに 扱う研究に お い て
,
秋山
14) は建物の実際の 降伏せ ん断力分布の 最適な降伏

せ ん断力分布か らの隔たりに より損傷分布則を定量化し, 任意の 層の 損傷は降伏せ ん断力の分布により推

定され, さ らに その損傷は当該層の崩壊機構 により変化するとして おり, 当該層の崩壊機構が柱崩壊機構

とな る場合, 損傷が促進される こ とを示 した ｡ 松森ら
6 8) は与え られた設計ス ペ ク トル に 対する R C 造骨

組各部に生じる, 最大地震応答変形を高次モ ー ドの 外力を考慮した漸増載荷解析に よる変形に増幅係数を

乗じ る方法 に よ っ て 予測する手法を提案して お り, 異なる地震動に対して 部材の 最大応答を推定するに
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は, 全層に
一

様な増幅係数で割り増す必要がある こと, およ び, 増幅係数や推定誤差 は外力分布形 として

層せ ん断力分布係数 A よ分布ある い は 1 次モ ー ド比例外力分布を用 い た場合 に比べ て , 著しく向上 する こ

とを示して い る ｡

これ らの応答手法は地震応答予測 を複数の地震応答解析結果と比較 して , 結果 に つ い て統計的に扱 っ た

もの で あり, 安全側の 評価を行う こ とに主眼が置かれて い る こ とな どから, 塑性応答の 影響を概略的に考

慮して い る に過ぎな い ｡ また, 高層建物では, 地震動に よ っ て は高次 モ ー

ドの 影響に より, 上層階で応答

値が変化する場合もある0 こ の ような理 由から, 塑性応答の影響を考慮する こ とは重要 である とい える ｡

また, 低層鋼構造建物に特化 した研究も行われ て い る6 1 , 8 α
- 8 3) が, 限界耐力計算に関する既往の研究で

は･ 弾性
一 次固有周期が 1 秒以上の 中高層建物を対象として い る こ とが多く, 固有周期が 1 秒以下である

こ とが示され て い る鉄鋼系工業化住宅 へ の 適用に は問題が生 じる可能性もある｡

構造物の 地震応答は, 地震動波形と復元力特性さ え与えられれ ば時刻歴解析に基づ い て 精度良く求める

こ とが可能で あるが, 時刻歴に よる特解よりも,
地震動と構造物を少な い特性値 で関連付 け, 陽な

一

般解

を提供する ことは依然に大きな意味を持つ と考えられて おり,

地 震動の 入力の 単純化並 びに構造物応答に 関する仮定の元 に 求められ て い る ｡ 例 えば, 等価線形解析

法
8 4) や エ ネル ギ ー 法8 5) の 場合, 構造物の 定常振動の 仮定, 速度ス ペ クトル やエ ネルギ ー ス ペ ク トル とし

て の地震動入力が与えられる こ とが前提 とな っ て い る｡ しかしなが ら, 構造物に大きな被害をもたらす直

下型地震の特徴 として , 大 きな速度パ ル ス が地震動波形に含まれて い る こ とが指摘されて い る 紬) おり, 大

きな塑性化が生 じた場合 に は応答の偏りが顕著に なるもの と考えられる ｡ 応答の 非定常性に着目し, 瞬間

エ ネ ル ギ ー
8 7) や エ ネ ル ギ ー

入 力率8 8) に より最大応答を予測する方法も提案されて い るが, い ずれも論理

的に予測 して い る とは い えない ｡

上記に示した研究は, い ずれも, 塑性応答 による影響を論理的に扱 っ たもの はなく, 塑性変形の及ぼす

影響に つ い て は依然として未知の 部分が多 い ｡

1 .2 . 4 免震建物の応答に関する研究

現荏で は, 高耐震性能を確保する構造形式として , 免震構造が広く採用される ように なり, 種々 の適用

方法が提案されて い る ｡ 免震層の 設計に お い て は, 積層ゴ ム と弾性すべ り支承の 組合せ , 高減衰ゴ ム系や

鉛 プラ グ挿入型積層ゴ ム とオイ ル ダン パ ー

を組み合わせる な ど, 多様化が進ん でおり, 構造種別 に応じて

応答予測式が提案されて い る｡

積層 ゴム と履歴ダン パ ー

を組み合わせ た場合の応答予測式で は, 秋山によ るエ ネル ギ ー

の 釣合に基づく

包絡解析法14 , 1 6) が有名 で ある 0 免震構造を上部構造の 剛性 は免震層の 剛性に 比べ て 充分に 大きく, 1 質

点振動系とみなすこ とが で きる として ,
一

定 の エ ネル ギ ー

入 力の 下で の基本応答 をエ ネル ギ ー

の 釣合式に

基 づ い て 求め 錮)
,
免震層の せん断力係数 と免震層変位の 関係に つ い て 示して い る ｡ 秋山の提案式

1 4
,
16) は

,

そ の簡便さか ら概略計算 に適して おり, 多くの 数値計算 をせず, 最適な設計諸元の 目安をつ ける こ とが可

能な応答評価法でもある こ とや, 地震の総 エ ネル ギ ー 入力 を用 い るため, 地震波の特性 に依存しな い 手法

として 免震構造の 地震時応答予測に は有効で ある とされて い る ｡ 小林ら
9 0
,
9 1) は 秋山の基礎免震構造の応

答予測式1 3 , 1 4 , 16) に つ い て , 下部構造部の 減衰の影響を評価するとともに , 応用 し, 中間層免震構造の免震

層位置に無関係に成立 する応答予測式を提案し, その 評価 を行 っ て い る ｡ 北村ら9 2) は弾性すべ り支承と
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積層ゴ ム を組み合わせ た免震構造に つ い て , 弾性すべ り支承で支持する建物重量の 割合や ,
弾性すべ り支

承の 摩擦係数, 積層 ゴ ム とと弾性滑り支承の水平剛性比, 弾性滑り支承と積層 ゴム の 負担せ ん断力比等 を

用い て , エ ネル ギ
ー の 釣合に基づく応答予測式を提案する ととも に, 免震層の応答せん断力係数を最小 と

する最適値 を求めて い る ｡ 東野ら
93) は粘性ダン パ ー

･ 履歴ダン パ ー と積層 ゴム の 免震構造に つ い て , 千

葉ら9 4) は, 粘性ダン パ
ー ･ 履歴ダン パ ー と積層ゴ ム を組み合わせ た場合に つ い て エ ネル ギ ー の釣合に基

づく応答予測式を提案 して い る ｡ また, 村上 ら
9 5) は多層建物の 中間層免震構造の応答を下部構造 を 1 質

点, 免震層の 上部構造を剛体として , 免震層とあわせ て 1 質点とする 2 質点系モ デル に 置換 して 予測する

手法 を提案して い る｡

建築基準法の 改正
10) に より, 近年 で は戸建て 免震住宅 へ の適用も増 えつ つ あり, 滑り支承の 免震構造

が戸建て住宅か ら高層建物に 至る まで の広範囲の 建物に通用されるよう にな っ て きた｡ 滑り支承 を用 い た

住宅に 関する研究は これま で に数多く行われて きて おり
9 6~11 4)

, 建物の設計が仕様規定か ら性能規定 に変

わろう として い る現状か ら, 滑り支承免震建物の性能評価が必要に なっ て きて い る｡ しか しながら, 滑り

支承の 摩擦力が 剛塑性型の 復元力特性 を呈 するため, その 非線型特性が地震応答解析 を難解に し, 数値

解析精度 を損なう原因に な っ て い る
1 15

,
1 16)

｡ 滑り支承免震建物の 性能評価を正確に行うこ とは容易で はな

く, 剛滑り支承建物の地震応答解析法が種々提案されて きた ｡ 提案手法は半解析的方法
1 17

,
1 1 8) と履歴型復

元力近似法
1 19) が多用されて い るが, これ らの 手法は精度よく, 安定した数値解が得らる こ とを目的とし

て V ) るため, 複雑 であり, 数値積分法を用い て導かなければな らな い
12 0) な ど, 適用は容易で はな い ｡

これ に対し, 花井ら
12 1

,
1 2 2) は, 地震応答解析 を用 い て 行う, 建物の地盤特性 と建物の 構造か ら限界耐力

計算法を用 い た簡易応答評価法を提案して い るが, その他に 滑り支承戸建て免震建物の応答を評価する手

法は見当た らない ｡
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塑性応答 を表す指標 として , 弾性限界に対する塑性変形 の割合で ある塑性率が用 い られ る ｡ その
一

方

で , 性能評価型設計に移行するの に伴い , 建物の 損傷を表す指標 として 最大応答変形が用 い られ るように

な っ て きて い る ｡ 最大応答変形が小さくなる こ とが, 建物の 損傷 を小ざくする こ とと等価 で あると とも

に, 大変形が生じて も建物が倒壊しな い ように設計される よう, 柱 と梁の 耐力比も考慮して , 柱に大 きな

損傷が生 じな い ように する こ とが望ま しい ｡ 建物の倒壊 を生じ な い ような条件を考察する こ とは重要な事

項 である とされ るように な っ て きて い る｡ 同時に 近年で は, 建築基準法の 改正
1 0) に より, 建物に 入力ざれ

る エ ネル ギ ー が建物の塑性応答と 一 定の 関係 を表す指標として 認知されて きて t ) る｡ エ ネル ギ ー 応答性状

の把握は性能評価型設計に お い て 重要である とい える｡ 以上 から, 柱梁耐力比と塑性率およびエ ネル ギ ー

の 関係を求める こ とは, 建物の 耐震性能を評価する上 で重要で ある ｡

兵庫県南部地震 で は, 多くの低層建物が倒壊した こ とを考える と, その 応答を把握する こ とは重要で あ

る ｡ しか しながら, こ の ような低層建物が震度 7 クラ ス の 強震を受け, 塑性応答が卓越した場合 に は, 大

変形が生 じる可能性があり
,
その応答を把握する必要がある ｡

一

般 に , 応答の把握に は地震応答解析 を行

う こ とが有効であるが, 設計者に と っ て負担が大きく, 好ましくな い ｡ そ の た め, 低層建物の 応答を簡便

に予測する方法が必要で ある ｡
一

方 で , 塑性応答を特定層に集中ざせ る こ とで
,
他層 へ の 損傷集中を回避

する免震構造建物にお い て , 塑性応答を把握する こ とは, 免震層の 変形を予測する ことと とほぼ等価で あ

る と考えられる ｡ よ っ て , 免震建物の 応答は, 塑性変形が卓越した場合の応答 に近づ くと考え られ , 塑性

応答に着目する こ とでそ の応答を把握 で きると考えられ る｡

そ こ で
, 本論文 では ｢塑性変形に 着目した多層建物の 損傷に及ぼす影響に 関する研究｣ と題し, 多層建

物の 塑性率と柱梁耐力比との 関係および, 入力 エ ネル ギ ー と柱梁耐力比の 関係か ら, 層崩壊を生 じさせ な

い ための 柱梁耐力比に つ い て 検討を行う ｡ また, 低層建物の 塑性変形が卓越する際の応答およ び, 低層免

震建物の応答を剛塑性理論に基づ い た応答解析か ら明らかにする こ とを目的とする｡
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第 2 章

R C 造骨組の地震時塑性率に及ぼす柱梁耐

力比の影響

2 .
1 はじめに

一 般的に損傷が集中する崩壊系 は層の 崩壊及び構造物の倒壊の危険性が高 い こ とか ら耐震設計上, 避け

な ければならな い もの の 1 つ である｡ 近年の 兵庫県南部地震 で は層崩壊した R C 構造物が数多く報告され

て おり
5
,
6)
, 崩壊層を有する建物の危険性が再認識された ｡

梁の全塑性モ
ー

メ ン トに対する柱の 全塑性モ ー メ ン トの比を求める ｢柱梁耐力比｣ は既往の研究に お い

て , 崩壊機構の形成条件や , 損傷 との 関係に つ い て論じ られ , 層 ごとに扱う柱梁耐力比を高さ方向の 耐力

分布との 関係づ けて , 耐力変化層 と損傷 との 関係な どに つ い て 多くの検討がなされ て きた
3 7 ｢ 5 9)

｡ 1 9 99 年

以降の米国コ ン クリ ー

ト建物設計基準
1 2 3) は

, 柱 の 曲げ強度の 和が ス ラ ブ筋を考慮した梁強度の 1 .2 倍以

上となるこ とを規定して い る｡ 柱梁耐力比は, 建物全体の 強度分布を判断する こ とはで きない が, 各層毎

に
, 層崩壊の余裕度 を制御で きる指標 であり, 層崩壊機構の判別に は有効である ｡

柱梁耐力比を鋼構造建物に つ い て 検討 した研究は数多くある ｡ 寺本ら
53) は柱梁耐力比, 高さ方向の 耐

力分布形をパ ラメ
ー

タ として
,
綱構造 10 層ラ

ー メ ン 骨組の弾塑性応答解析を行 っ て い る ｡ 解析の結果か

ら, 梁降伏型骨組で は柱 降伏型骨組より損傷集中が緩和され , 耐震的に有利 である こ と, 柱梁耐力比が

1 .5 の場合 に は柱材 に は塑性 ヒ ン ジが発生 せず, 安全な梁睦伏型架構となる こ と, 耐力の高さ方向分布が

A ∫分布に比例して連続的に変化する場合 に は, 応答が特定層に集中する こ となく安定した応答性状を示す

こ とな どを明らか に して い る ｡ 小堀 ら
3 7) は

･

梁降伏型架構が成立 するため に必要 な柱部材と梁部材の 曲げ

耐力比に つ い て 3 層骨組を対象に研究を行 い , 梁強度和を柱強度和より小さ く, 柱
･ 梁強度比を 0 .5 ～ 0 .7

程度に と どめる こ とに より, 柱の応答は梁の応答に 比較 して 十分制御するとがで きる と述べ て い る ｡ こ れ

らの研究の ように , 建物をある状態に 留めるた めに 必要な柱梁耐力比は, 層数や地震動の 大きさに依存す

る と同時に , 要求水準に大きく依存し, 1 階柱脚を除く全て の柱 を弾性域に収 めるための柱梁耐力比な ど

と定義した場合に は, 非現実的な耐力比となる｡ そ こ で, 本章で は層崩壊機構を防ぐた めの柱梁耐力比を

扱う ｡ また, これらの研究は整形な建物を対象として おり, ピ ロ ティ形式な どの不整形 な建物の応答に言

及したもの は多くな い ｡ 弱点階を有するような不整形な骨組に お い て も, 整形な建物と同様に柱梁耐力比

に よる応答の評価が有効で あるか に つ い て 検討する必要が ある ｡
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そ こ で, 本章で は, 1 階の 階高を主 なパ ラメ ー

タ として , 弱点層を有する建物 と有しない 建物に つ いて

地震応答解析 を行い , 塑性率 と柱梁耐力比の 関係から, 層崩壊機構を防ぐため に必要な柱梁耐力比に つ い

て 考察を行う ｡ 弱点層を有する建物でも, 柱梁耐力比に よ っ て , 層崩壊機構を制御する こ とが可能で ある

か どうか は重要な検討課題である とい える ｡

2 .2 ･･ 解析モ デル

解析モ デルは, 階高が全階 一

様 なモ デル (以下, 均等モ デル) と, 均等モ デル の 最下階の階高の み異な

るモ デル ( 以下, 不均等モ デル) を設定する ｡

均等モ デル は, ス パ ン 8 m , 階高 4 m , 各階重量 8 4 0 k N の 3 , 9 層 の純ラ ー

メ ン構造とし, 柱 , 梁を材

端弾塑性バ ネでモ デル化した魚骨骨組 (図 2 .1) とした｡ 復元力特性はトリ リ ニ ア型の修正武田モ デル と

し, 降伏時剛性及び, 降伏後剛性はそれぞれ, 初期剛性の 0 ･3 倍, 0 ･00 1 倍, ひび割れ強度 吼 早ま, 降伏強

度 叫 の 1/3 倍とした (図 2 . 2) ｡ 各階の 柱と梁の断面 2 次モ
ー

メ ン ト J は, 次の 3 条件の もとで ベ ー ス シ

ア係数が 0 ･2 となる とき, 建物の全体変形角が 1/ 1 00 0 となるように定めた｡

･ ヤ ン グ係数 g = 2 .1 × 10
4
N / m m

2

･ 梁の 断面 2 次モ ー

メ ン ト J は柱の 2 倍とする ( ス ラ ブの影響を考慮)

● 各階の柱 と梁の 断面 2 次モ ー

メ ン ト′ は, A J 分布 に よ っ て定まる層せん断力の分布 に比例させ る｡

ただし, 基礎梁は 1 階梁の 10 倍とする｡

粘性減衰 は瞬間剛性比例型 とし, 減衰定数は弾性 1 次モ ー

ド に対 して 5 % とした ｡ ク ー △ 効果は考慮 し

な い ｡

各部材 の 曲げ強度は, A ∫分布およ び逆三角形分布荷重に よる静的弾性解析 を行 い , ベ
ー

ス シ ア係数 が

0 ･3 とな るときの 梁の 曲げモ ー メ ン トを梁の 曲げ強度 とした ｡ ただし, 最上階の 梁の 曲げ強度は直下の 階

の 梁の 1 ･5 倍とし, 基礎梁の 曲げ強度は 1 階の 梁の 3 倍 とした ｡ 柱の 曲げ強度は, 各階柱頭, 柱脚の 曲げ

モ ー

メ ン トの平均とした ｡ (我が 国で逆三角形荷重が用 い られる こ とはない が, 部材の 強度 を A ∫ と少し変

えた場合, と いう層度の意味である ｡ 実際の建物の 強度が必ずしも 4 分布に従わ ない場合もあり, その

影響を考慮するため に用 い た ｡)

A ～分布, 逆三角形分布に より強度を定めたモ デル をそれ ぞれ , A , T とし, 骨組の層数 を末尾に付加 し

て A 3
,
T 9 の よう に命名する 0 最後に , 各モ デル に つ い て , 各階の柱に 3 5 種類の 強度係数 れ (0 .5 ～ 2 . 2

ま で 0 ･05 刻み) を乗 じ 柱 と梁の 強度比の 異なるモ デル を作成した｡ 剛性は すべ て 同 一

とした ｡ 表 2 .1 に

ゆ∫ = 1 ･0 の 場合の柱 と染め強度を示す0 表中の柱梁耐力比は,
｢ (節点上下の柱強度の平均値) / (梁強度)

の比 (A C I 規準
1 23) と同じ定義) ｣ とする ｡ 中間階で は柱頭 ･ 柱脚で上記の比を算出し, そのうち小さ い 方

を ｢当該層の柱梁耐力比｣ とするd 最上階で は柱脚の み, 最下階で は柱頭の みで評価する ｡

不均等モ デル の 曲げ強度, 剛性, ヤ ン グ係数等の パ ラメ ー

タは均等モ デル と同様 とし, 1 階の 階高の み

異なるモ デル となる｡ 1 階の 階高に つ い て は, 地震応答解析から 2 .6 節 で求める ｡



2 .2 解析モ デル 1 3

図 2 .1 : 骨組モ デル

M o m e n t

吼 =

叫ノ3

q

図 2 .2 : 復元力特性

表2 . 1 : 強度設定

( a) 3 層骨組( r l = 0 .3 6 s)

l
‡
l

A f 逆三角形

曲げ強度

l 柱梁耐叫
曲げ強度

l 柱梁耐叫柱 梁 柱 梁

3 7 0 6
8 6 9

1 0 2 0

1 .1 7 5 6
93 5

1 0 6 7

1 .1

2 1 1 5 0 1 .1 1 2 6 0 1 .1

口 1 5 1 2 1 .3 1 5 1 2 1 .3

(b) 9 層骨組( r l = 0 .6 4 s)

l
l
l

4 逆三角形

曲げ強度

t 柱梁耐力比
曲げ強度

l 柱梁耐叫柱 梁 柱 梁

9 3 9 6

4 9 4

7 0 4

8 7 6

1 0 2 6

1 1 5 3

1 2 6 0

1 3 1 6

1 1 6 9

1 .0 3 0 2

8 6 1 8 1 .0 5 7 0
4 3 5 ･

1 .0

6 8 2
7 8 0 0 1 .0 8 0 6 1 .0

9 0 1

1 0 8 7

1 2 3 5

1 3 4 4

1 3 8 0

1 1 9 9

6 9 5 6 1 .0 1 0 0 8 1 .0

5 1 0 94 1 .0 1 1 7 6 1
.
0

4 1 2 1 6 1 .0 1 3 1 0 1 .0

3 1 3 2 6 1 .0 1 4 1 0 1 .0

2 1 4 2 4 1 .0 1 4 7 8 1 .0

ロ 1 5 1 2 1 .3 1 5 1 2 1 .2

( 単位: k N ･

m )
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2 .3 入力地震波

入力地震波は
･ 位相特性を 一 様乱数 とした

,

｢ 国土交通省告示 1 461 号に定める極めて 稀に発生する地震

動 ( レ ベ ル 2) の 解放工学的基盤 にお ける応答ス ペ ク トル
1 2 4)
｣ を満たす地震波 を基準とし, ウ ェ ー ブレ ッ

ト変換12 5) に より, 応答ス ペ クト ル は同様 で, 位相特性の み異なる模擬地震波を 5 0 波作成した ｡ 模擬地

震波は, 最大速度を 1 ･O m / s に基準化するた め, 2 倍して 入力した｡ 減衰定数 5 馴 こ対する模擬地震波の

加速度応答ス ペ クトル を図 2 ･4 に示す0 告示波を用 い る理由は, 応答ス ペ ク トルが平坦 で , 地震応答時の

建物 へ の特定の 周波数特性に よる応答変動の影響を排除で きるか らで ある ｡
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∈
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図 2 ･4 : 加速度応答 ス ペ ク トル (ゐ = 5 % )



2 .4 層間変形と層せ ん断力 15

2 .4 層間変形と層せん断力

外力を逆三角形分布荷重 とし, 荷重制御に より静的弾塑性解析 を行 っ た ｡ 強度係数 れ = 0 ･5 , れ = 2 ･ 2

とした場合の , 9 層骨組の 均等, 不均等モ デル に お い て , 層間変形の平均値が 1 馴 こなるま での 解析結果

を図 2 .
5
, 図 2 .6 , 図2 .7 に 示す｡

A よ均等モ デル ( 図 2 .5( a)) は, 2
～ 7 階で 層崩壊を生 じた ｡ 図 2 ･5(b) で は, 全層 で梁が降伏し, 全体崩

壊機構を形成した ｡ また , れ = 0 .
5 の 逆三角形均等モ デル ( 図 2 ･6( a)) で は, 全層で層崩壊機構を形成し･

れ = 2 ･2 の 場合 (図 2 ･6(b)) で は, 全体崩壊機構 を形成した0 れ
= 0 ･5 の場合の 逆三角形不均等モ デル ( 図

2 . 7( a)) で は ,
1 階の みが層崩壊 を形成したが, れ = 2 ･2 の 場合 ( 図 2 ･7(b)) で は, 全層の 梁が降伏し, 全

体崩壊機構を形成 した ｡

い ずれの モ デルも, 強度係数が大きくなるに つ れて 崩壊型が層崩壊型か ら, 全体崩壊型
へ と変化した｡

2 .5 最大層間変形

地震応答解析結果から得られた最大層間変形 をモ デル毎 に, 強度係数 ゆf = 0 .5 , れ = 2 ･ 2 の場合に つ い

て 図 2 .8 , 図 2 .9 , 図 2 .1 0 に示す｡ ○ はその平均を表す｡

A i モ デル と逆三角形モ デルを比較すると, A i モ デル A 9 ( 図 2 ･8( a) , (b)) よりも逆三角形モ デル T 9 ( 図

2 . 9( a) , (b)) の 方が頂部の変形が大きくなっ て おり, 強度分布 に よる応答の 違 い が表れて
い る0 強度係数

が小さ い 場合 ( 図 2 .8( a) , 図 2 .9( a)) で は, 最下階が弱点階となり, 変形が集中する ｡ 対して , 強度係数

が大き い 場合 ( 図 2 .8(b) , 図 2 .9( b)) で は, 柱梁耐力比が大きくなる ため, 最下階
へ の 変形集中はなくな

り, 各層 に変形が分散し, 最大応答変形は小さくなる｡ また, 逆三角形不均等モ デル T 9
'

( 図 2 ･
1 0) で は,

れ = 0 .5 で は, 1 階の 層崩壊が顕著で あるが , れ = 2 ･ 2 ( 図 2 ･1 0(b)) で は, 1 , 2 階 の 変形が他階よりも大

き い が, 図 2 . 10( a) と比較する と, その 変形は小さく, 層崩壊は生じて い な い 0 1 階階高を 9 m
に した場

合も層間変形の 分布はほとん ど同じであ っ た ｡
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2 .6 階高の設定

不均等モ デル の 1 階の 階高 を設定するた め, 柱 の 強度 と剛性 は前述の ま ま と して , 最下階の 階高 を
1 ･5 m ～ 9 m ま で変化させ , 地震応答解析 を行 っ た 0 強度係数 れ = 1 ･0 の 場合に つ い て , 地震波 2 0 波を用
い た Q 図2 ･1 1

, 図 2 ･12 に 3 層お よび9 層 4 モ デル の 1 階の 階高と塑性率の 関係を示す｡ 1 , 2 階 の柱頭の
塑性率を記号で , 実線 と破線で それぞれの 平均を表す0 塑性率は各階の 柱頭の値を用 い た ｡

3 層 A g モ デル ( 図 2 ･1 1) に お い て , 1 階の 塑性率は階高が 3 m 以上 に なると急激に増加し, 1 階に 変形
が集中し始める 0 階高が 6 m 以上 に なると

･ 塑性率は
一

定の倍以上増加 しなくなるが, その塑性率は大き
く, 1 階 へ の 変形集中が避けられ なくなる 0 また, 2 階の 塑性率は, 階高3 m 以上 になると, 急激 に減少
する0 9 層 4 モ デル (図 2 ･ 12) も同様 に･ 階高6 m 以上 になると, 1 階に変形が集中する｡ 逆三 角形モ デ
ル に つ い て も, A ∫ モ デル と同様に 階高 6 m 以上 で , 1 階 へ の 変形集中が避けられなくな っ た ｡

以上の 結果から, 不均等モ デル にお ける最下階の 階高は, 3 層, 9 層骨組とも に 6 m と設定 した ｡ 不均
等モ デル は, 階高以外は均等モ デル と同様で あり, 強度係数を乗じて , 柱梁耐力比が変化する場合の 塑性
率分布を考察し, 階高が異なる建物であ っ て も･ 柱梁耐力比が有効であるか検討する ｡ なお, 階高を変更
したモ デル の名称は均等モ デル の末尾に ｢

,

｣ を つ けて 表す｡
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2 .7 塑性化分布と柱梁耐力比 (均等モ デル)

均等モ デル の 各階の 塑性率と柱梁耐力比の関係を函2 .1 3 ～ 図 2 .1 6 に示す｡ 層崩壊の有無 を調べ るため ,

塑性率は各階の柱頭
･ 柱脚のうち小さ い 方を用 い た ｡ また , 地震波の 違 い に よる応答の バ ラ ツキ を考慮す

るた め, 5 0 波に よる地震応答解析結果の平均値に , 標準偏差 を加えた値 とした｡

図 2 . 13 , 図 2 .1 4 より, A ゎ 逆三角形 3 層モ デル を比較すると, 両モ デル とも, 柱梁耐力比が 2 以上 に

なる と, おおむね各階の 塑性率は 1 以下 となり, その変形は弾性範囲内に収まる ｡ 詳しくみる と, 逆三角

形モ デル で は, 1 階の塑性率が A f モ デル よりも大き い ｡ これ は, 強度設定に起因するもの と考えられ, 2

～ 3 階の強度が A ∫ モ デル より高く ,
1 階に変形が集中して しまうため である (表 2 ･1 参照) ｡

A ∫9 層モ デル A 9 ( 図 2 . 1 5) で は, 柱梁耐力比 1 .3 以上 で全階の柱の 塑性率が ほぼ 1 以下に なり, 層崩

壊が生じなくなる ｡ 同様に , 逆三角形 9 層モ デル T 9 (図 2 . 16) で は, 柱梁耐力比 1 .7 以上 で塑性率が ほ

ぼ 1 以下になる｡ また, A f , 逆三角形モ デル を比較する と, 9 階の 塑性率の 変化が大きく異なる こ とが わ

かる
｡
A ∫ モ デル A 9 で は, 柱梁耐力比が変化して も, 9 階はほとん ど塑性化して い な い が , 逆三角形モ デ

ル T 9 で は
,
9 階も他階と同様 に塑性率が柱梁耐力比 とともに大 きく変化する ｡ 原因として , 3 層骨組と

同様 に, 強度設定の 違い に よる影響がある ｡ A g モ デル は頂部の強度が他階と比 べ て 大き い ため, 柱梁耐力

比に 関わ らず, 変形が小さ い と い える ｡

以上をまとめる と, 相対的に 弱い 階にお い て 層崩壊 を防ぐために は, 大きな柱梁耐力比が必要 であると

い える ｡ これは, 文献
5 3) の 結果と

一

致 して おり, 本章で用 い たモ デル に お い て も A ∫分布に比例する連続

した強度分布となる場合に は, 応答が特定層に集中する こ となく, 安定 した応答性状を示すこ とを示した ｡
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図 2 .1 3 : 柱梁耐力比と柱の 塑性率(A 3)
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図 2 . 14 : 柱梁耐力比 と柱の 塑性率(T 3)

2 .8 塑性化分布と柱梁耐力比 ( 不均等モ デル)

不均等モ デル の各階の 塑性率と柱梁耐力比の 関係を図 2 .1 7 , 図 2 .
1 8 に , 1 階の 階高 ゐ1 を 9 m とした場

合に つ い て , 図 2 .1 9 に示す｡ ま た, 地震力の 影響を考慮するため, 地震波の最大速度 塩 拡 を 0 ･5 m / S に
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基準化して 入力した場合に つ い て 図 2 ･2 0 ･ 図 2 ･2 1 に示す｡ 塑性率は各階の 柱頭 ･ 柱脚のうち小さ い 方を

用心) , 解析結果の平均に標準偏差を加えた値 とした ｡

逆三 角形 3 層モ デル T 3
,

( 図 2 ･ 17) の 1 階の 塑性率は, 柱梁耐力比が 1 .5 ～ 2 .0 で大きく減少する ｡ 柱

梁耐力比が 2 ･2 以上に なると塑性率はほぼ 1 となり, 層崩壊が生 じなくなる ｡ また, 2 , 3 階は, 塑性率が

柱梁耐力比に関わらず･ 常に 1 以下となり, 層崩壊を生 じな い ｡ 逆三角形 9 層モ デル T 9
,

( 図 2 . 1 8) の･1

階の塑性率も 3 層モ デル と同様な傾向を示 し, 柱梁耐力比が 2 以上 に なると, 塑性率は 1 以下たなる ｡
一

方･ 7 , 8 , 9 階は, 柱梁耐力比が 1 以下の 場合に塑性化するが, 柱梁耐力比が 1 以上 になる と, 1 階を除く

全て の 階が層崩壊を生 じな い o A i モ デル に つ い て も, 逆三角形モ デル と同様の傾向を示し, 必要柱梁耐力

比は 2 とな っ た ｡

また, 1 階の 階高が 9 m の 場合 (図 2 ･1 9) に つ い て も階高 6 m とした場合 (図 2 . 1 8) と同様 に ,
1 階の

塑性率は柱梁耐力比 2 以上 で 1 以下に なる 0 他階はい ずれの柱梁耐力比でも層崩壊を生じな い ｡ こ の結果
から, 明確な弱点階が存在する建物で あっ て も, 必要柱梁耐力比に は上限が存荏する とい える

.｡
これ まで
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の 研究に お い て ,
明確な弱点階を有する建物にお ける柱梁耐力比に つ い て 扱 っ た研究 は なく, 文献

6 0) な

どに よ っ て示された柱梁耐力比よりもか なり大きくな っ た｡

地震波の 最大速度 塩 弧 を 0 .5 m / s に基準化 して 入力した場合に お ける逆三 角形 3 層モ デル T 3
'

( 図

2 .2 0) で は, 1 階の 塑性率は図2 .1 7 , 図 2 .1 8 と比較 して 小さく, 柱梁耐力比に対して 緩やか に減少し, 柱

梁耐力比 1 .8 で 1 以下に なる ｡ 他階の塑性率 は, 柱梁耐力比が小さ い 場合 (0 .5 付近) で も塑性化 しな い ｡

これ は, 地震力が半分に なっ た影響である とい える ｡ 逆三角形 9 層モ デル T 9
,

( 図 2 .2 1) も 1 階の 塑性率

は緩やか に減少するが, 柱梁耐力比 1 .5 以上で 1 以下になる ｡ 地震力を半分に する と, 必要柱梁耐力比は

減少する こ とは明らか であり, こ の結果 は均等モ デル に つ い て も同様 であ っ た｡

以上の 結果か ら, 不均等モ デル に お い て 層崩壊を防ぐた めに は, 階高が
一 様な建物の 必要柱梁耐力比を

0 .4 ～ 0 .6 程度大 きくする必要が あるとい える｡ また, こ の結果は, 文献
5 4

,
5 5) で述 べ て い るように , 柱の 塑

性化 を許さ な い ための柱梁耐力比が地震動の 入力 レ ベ ル に比例する こ とが明らか にな っ た ｡

1 F ≠ 3 F …-0-
…

5 F
-

･-･A･一･- 7 F ---- す-
‥

9 F ↓

2 F --- -
-

-･ 4 F ･
- … ･

●･･…= 6 F -･- ▲･-
･

8 F ---- ▼---･

p

已
d

己
0

白

倉
-

冥
ヨ
白

0 .5 1 1 .5 2 2 .5

C ol u m n -t O - B e a m S t r e n g th R ati o

p

已
d

2
0

白

倉
l

苫
n

q

0 .5 1 1 .5 2 2 .5

C o l u m n -t O - B e am S tr e n g th R a ti o

図 2 .18 : 柱梁耐力比と柱の塑性率( T 9
,

) 図 2 .19 : 柱梁耐力比と柱の塑性率(T 9
'

,
ゐ1 = 9 m )
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図 2 ･2 1 : 柱梁耐力比と柱の塑性率(T 9
,

, 塩 弧 = 0 .5 m / s)

2 .9 まとめ

本章で は柱梁耐力比 と塑性率分布の 関係か ら層崩壊機構 を形成 しない た めに必要な柱梁耐力比に つ い て

検討を行 っ た ｡ 得られた知見 を以下に示す｡

1 ･ 逆三 角形分布型強度分布 をもつ 建物の頂部の 強度の よう に, 強度が相対的に 弱い 階が存在する と,

層崩壊機構 を防ぐた めに大きな柱梁耐力比が要求されるが, 明確な弱点階が存在する建物であ っ て

も, そ の上 限は存在する｡

2 ･ 最大速度 1 ･0 叫
′

s 程度の 地震波に お い て
, 明確な弱点階を有する建物の 層崩壊機構 を防ぐために 必

要な柱梁耐力比は
, 弱点階を有しな い建物 で必要な柱梁耐力比より 0 .4 ～ 0 .6 程度大きくなる ｡

3
･ 層崩壊機構を防ぐための柱梁耐力比は, 建物の 強度分布が同じである場合 に は地震力の大きさに大

きく影響を受 ける ｡
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第 3 章

鋼構造骨組の地震時塑性 エ ネルギ ー 分布

に及ぼす柱梁耐力比の影響

3 .1 はじめに

秋山
13) が示した よう に , 地震時の総入力 エ ネル ギ

ー は
, 建物の全質量 と主要振動周期の みに ほぼ依存

する安定した量であり,
耐震設計や診断にお い て 有力な指標 である ｡ さらに秋山は, 各層の 累積塑性 エ ネ

ル ギ ー

侮言が次式で与えられ るとL た ｡

町,∫ 岬｢
′∫

l 仁

幸平
(3 .1)

こ こ で
, 勒 は建物全体の 累積塑性

エ ネル ギ ー

,
Ⅳ は建物の 階数,

∫f は g 層の 質量や剛性 に関わる係数, 釣

は～層の強度に関わる係数で ある｡ 乃 は定数 で, 柱降伏型の 骨組で は 1 2 程度, 梁降伏型 で は 6 程度とさ

れる ｡ 相対的に 弱い 層 (釣 が小さ い 層) に 累積塑性エ ネル ギ
ー l晦 が集中するという理論である｡

こ の 理

論は, 免震建物や ピ ロ テ ィ の よう に明らか に弱 い 層を持つ 建物に は明快で ある ｡ しか し, 梁降伏型の建物

では
, 不明確な点が多い ｡ 静的漸増解析に よ っ て得られ る各層の 強度比は外力分布形に よ っ て 決ま っ て し

まう し, 仮に柱の 強度の 和を層の 強度と定義する とした ら, 中島
･ 澤泉

5 4
,
5 5) が対象としたような

｢柱が無

限に強 い 骨組｣ の エ ネル ギ ー 分布を予測 で きな い ことに な っ て しまう｡ (柱が無限に強 い 建物は現実に存

在 しない が, 柱が十分に強く降伏 しない 建物はあり得 る｡ こ の場合も柱の 強度はエ ネル ギ
ー

分布に影響を

与 えな い ｡) 呉 ･ 山田 ･ 秋山
1 2 6) は

, 梁柱強度比と剛性比を考慮して 動 を定義 して い るが ,
こ の 定義で も

同様の 疑問が残る｡

こ の ように考える と, 地震時の 累積塑性 エ ネル ギ
ー 1% は, 層 ごとに l%

= 1侮 と分解するの で はなく,

各層の 層崩壊 エ ネル ギ ー

呵画 と全体崩壊 エ ネル ギ
ー

勒f に分解する ( % =

呵画 + 勒f) の がより合理的

である と思われる ｡ 柱が梁より弱い 建物で は 勒 ぷ∫ が卓越 し, 柱が強
い 建物 で は % f が卓越する はずで あ

る ｡ その 中間的な形 として , 呵画 と l% f が併存する場合もあり得る ｡ な お ,
建物の 一 部の 層で部分的に

梁降伏が生じ る場合もあり得るから, l % ∫∫ と l % f だけです
べ て を説明で きるわ けで はな い が, こ こ で は

考えな い こ とに する ｡
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梁崩壊機構 を形成する条件を研究した論文は数多くある
○
た とえば

,
P a ul a y

72) は , 静的解析時の柱の 曲

げモ
ー

メ ン トに 乗ずる係数として ｢ 動的増幅係数｣ を提案し, ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドや我が国の設計指針8) に

取り入れ られ た0 1 9 99 年以降の米国コ ン ク リ ー

ト建物設計規準
12 3) は

, 柱 の 曲げ強度の 和がス ラ ブ筋を考

慮した梁強度の 1 ･2 倍以上 となる こ と, 綱構造に お い て は, 冷問成形角形鋼管設計 ･ 施行 マ ニ ュ ア ル9) で ,

柱梁耐力比が 1 ･5 以上 となる こ とが要求さ れて い る ｡ 中島 ･ 澤泉5
4
, 5 5) は, 柱梁耐力比をパ ラメ ー タ (0 .8

か ら無限大) とした解析を行し) , 層間変形角や梁 ･ 柱 の累積塑性回転角に及ぼす影響を調 べ た ｡ しか し,

上記の ような エ ネルギ ー 分布に着目した論文は少な い ｡

そ こ で本章 で は, 3 階お よび 9 階建物を対象に , 梁の 耐力を
一

定 とした まま柱 の耐力を種々 変化ざせ,

柱梁耐力比に着目して エ ネル ギ ー 分布を検討する ｡ さ らに , 柱梁耐力比の 定義に つ い て も検討を行う ｡

3 .2 解析モ デル

解析の 対象ほ, ス パ ン 8 皿 , 階高 4 m , 各階重量 8 4 0 k N の 3 , 9 層 の純ラ ー メ ン 構造とし, 柱, 梁を材

端弾塑性 バ ネで モ デル化 した魚骨骨組とした ( 図 3 ･ 1) ｡ 復元力特性はバ イ リ ニ ア型 ( 図 3 .2) とし, 降伏

後剛性は初期剛性の 0 ･0 1 倍 とした○ 各階の 柱と梁の 断面 2 次モ ー

メ ン トは, 次の 3 条件の もとで ベ ー ス

シ ア係数が 0 ･ 2 となる とき, 建物の全体変形角が 1/ 2 5 0 となるよう に定めた ｡

･ ヤ ン グ係数 且 = 2 .1 × 1 0
5
N / m m

2

･ 梁 の 断面 2 次モ ー

メ ン トは柱の 2 倍とする ( ス ラ ブの 影響を考慮)
● 各階の柱 と梁の 断面 2 次モ ー

メ ン ト∫ は, A ∫分布 によ っ て定まる層せん断力の分布 に比例させ る｡

ただ し, 基礎梁は 1 層梁の 10 倍 とする ｡

粘性減衰は瞬間剛性比例型 とし, 減衰定数 は弾性 1 次モ ー

ドに対して 2 % とした｡ ク ー △ 効果は考慮 し

な い ｡

各部材の 曲げ強度 叫 は, 表3 ･1 の ように外力 と強度の分布を 2 種類ずつ 設定する こ とに より, 4 種類

の 方法で定めた0 外力分布に つ い て は, A J 分布および逆三 角形分布荷重によ る静的弾性解析 を行い , ベ ー

ス シ ア係数が 0 ･3 となる ときの 梁の 曲げモ ー

メ ン トを梁の 曲げ強度とした｡ ただ し, 最上層の梁の 曲げ強
度は直下の 層の梁の 1 ･5 倍 とし･ 基礎梁の 曲げ強度は 1 層の 梁の 3 倍 とした ｡ 柱の 曲げ強度 は, 各層柱

頭, 柱脚の 曲げモ ー メ ン トの平均 とした (我が 国で逆三 角形荷重が用 い られる こ とはない が , 部材の強度

図3 .1 : 骨組モ デル

M o m e n t



3 .2 解析モ デル 2 5

を A よ と少し変えた場合,
と いう程度の意味で あり, 実際の建物の 強度が必ずしも A ∫分布に従わ ない 場合

もあり, その影響 を考慮するた めに用 い た) ｡ 以上の よう に設定した モ デル を各骨組の
｢基本モ デル｣ と

し, 解析結果を考察するための 基本とする ｡ こ の ように 定めた柱と梁の 強度を表 3 .2 に示す｡ 表中の ｢柱

梁耐力比｣ に つ い て は 3 .3 節 で 述べ る ｡

表3 . 1 : モ デル の構成

A ト3 3

A f

l 基本 モ デ ルヨA l - 9 9

A 2 - 3 3

l
同

一

モ デ ル!A 2 - 9 9

T ト3 3

逆三角形
t 基本モ デルヨTl - 9 9

T 2 -3 3

⊇同
一

モ デ ル⊇T2 - 9 9

表 3 .2 : 基本モ デル の 強度

( a) 3 層骨組

l
l
l

A f 逆 三角形

曲げ強度 柱梁強度比 曲げ強度 柱梁強度比

柱 梁 口 Ⅱ 柱 梁 ロ Ⅱ

3 7 0 6 1 3 0 4 1 .1 0 .8 7 5 6 1 4 0 3 1 .1 0 .8

2 1 1 5 0 8 6 9 1 .1 1 .1 1 2 6 0 9 3 5 1 .1 1 .2

口 1 5 1 2 1 01 9 1 .3 1 .5 1 5 1 2 1 0 67 1 .3 1 .4

基礎 3 0 5 8 3 2 0 2

(b) 9 層骨組

l
l
】

A f 逆三角形

曲げ強度 柱梁強度比 曲げ強度 柱梁強度比

柱 梁 ロ Ⅱ 柱 梁 ロ Ⅱ

9 1 1 8 8 2 2 2 1 1 .0 0 .8 9 0 6 1 9 5 6 1 .0 0 .7

8 1 8 6 4 1 4 8 1 1 .0 0 .9 1 7 1 0 1 3 0 4 1 .0 0 .8

7 2 4 0 0 2 1 1 1 1 .0 0 .9 2 4 1 8 2 0 4 7 1 .0 0 .9

6 2 8 6 8 2 6 2 8 1 .0 0 .9 3 0 2 4 2 7 0 2 1 .0 0 .9

5 3 2 8 2 3 0 7 7 1
.0 1 .0 3 5 2 8 3 2 6 1 1 .0 1 .0

4 3 6 4 8 3 4 5 8 1 .0 1 .0 3 9 3 0 3 7 0 4 1 .0 1 .0

3 3 9 7 8 3 7 8 1 1 .0 1 .0 4 2 3 0 4 0 3 0 1 .0 1 .0

2 4 2 7 2 3 9 4 7 1 . 1 1 .1 4 4 3 4 4 1 4 0 1 .1 1 .1

口 4 5 3 6 3 5 0 9 1 .3 1 .3 4 5 3 6 3 5 9 8 1 .3 1 .3

基礎 1 05 28 1 0 7 9 3
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次に , 現実の設計に お い て , 各層毎に柱や , 梁の 寸法を変更する こ とは少なく, 3 層分ほ ど, ま とめて
同じ部材を配する こ とが多 い4 8 , 5 3 ｣ 5) Q そ こ で , 基本モ デル を 3 層毎に分謝し, それぞれの 最下層の 強度 ･

剛性 を 3 層同 一

とした ｢ 同
一

モ デル｣ を設定した0 た とえげ, 9 層骨組同
一

モ デル で は
,
基本モ デルの 1

層, 4 層, 7 層の 強度 ･ 剛性が, 1 層 ～ 3 層, 4 層 ～ 6 層および 7 ～ 9 層の 値となる｡ こ の ように 定めた柱 と

梁の強度 を表3 ･3 に示す0 ｢ 同 一 モ デル｣ で は,
｢ 基本モ デル｣ よりも剛な骨組 となる ため, 1 次固有周期

は若干短く なる｡

表 3 ･1 の ように, A ～分布, 逆三角形分布に より強度 を定めたモ デル をそれ ぞれ, A , T と し, ｢ 基本モ

デル｣ は A l , T l , ｢ 同 一 モ デル｣ は A 2 , T 2 とする 0 骨組の層数は末尾に層数を付加して それ ぞれの モ デ
ル を表す0 最後に , 各モ デル に つ い て , 各階の 柱に 1 7 種類の 強度係数¢ ∫ (0 ･5 ～ 1 .3 ま で 0 .0 5 亥瞳) を乗
じ, 柱 と梁の 強度比の異なるモ デル を作成した｡

表3 .3 : 同 一

モ デルの 強度

( a) 3 層骨組

l
l

A J 逆三角形

曲げ強度 柱梁強度比 曲げ強度 柱梁強度比

柱 梁 ロ Ⅱ 柱 梁 ロ Ⅱ

3

1 5 1 2 い0 2 9
1 . 5 1 .5

1 5 1 2

f
い06 7

1 .4 1 .4

2 1 .5 1 .5 1 .4 1 .4

ロ 1 .5 1 .5 1 .4 1
.
4

基礎 3 0 5 8 3 20 2

(b) 9 層骨組

J
4 逆三角形

曲げ強度 柱梁強度比 曲げ強度 柱梁強度比

柱 梁 ロ Ⅱ 柱 梁 ロ Ⅱ

9

2 4 0 0 2 1 11

1 .1 1 .1

2 4 1 8 2 0 4 7

l

1 .2 1 .2

8 1 .1 1 .1 1 .2 1
.2

7 0 .9 0 .7 0 .9 0 .7

6

3 6 4 8 l 3 4 5 8
0 .9 1 .1

3 93 0

!

I
い70 4

0 . 9 1 .1

5 1
.1 1 .1 1 .1 1 . 1

4 1 .1 1
.0 1 .1 1 .1

3

4 5 3 6 J 3 5 0 9
1 .2 1 .3 l

4 5 3 6l
i

3 5 9 8

1 .2 1 .3

2 1 .3 1 .3 1 .3 1 .3

口 1 .3 1
.3 1 .3 1 .3

基礎 1 0 5 2 8 1 0 7 9 3
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3 .3 柱梁耐力比の定義

柱梁耐力比の定義は以下に示す 2 通りとした (表3 .4 参照) ｡ 梁の強度 は●, 柱の 強度は○で表す｡

1 . ( 節点上下の柱強度の 平均値)
_
/ (梁強度) の 比: 冷問成形角形鋼管設計

･ 施工 マ ニ ュ ア ル 9) , A C I

規準
1 23) と同じ定義

2
. ( 算出層の柱の 強度) / ( 梁強度) との比

い ずれの 定義 でも中間層で は柱頭 ･ 柱脚で 上記の 比を算出し, その うち小さ い 方を
｢ 当該層の柱梁耐力

比｣ とする ｡ 最上層で は柱脚の み ,
最下層で は柱頭の みで 評価する ｡

こ の ように定義した柱梁耐力比を表3 .2 , 3 .3 中に 示す｡ 9 層骨組の 場合, 表 3 .2 の基本モ デル で は, ほ

ぼ全層で柱梁耐力比Ⅰが
一

様 に 1 .0 となる ｡ 耐力比ⅠⅠ は, 上層 で小さ な値になる｡ 表 3 .3 の 同
一

モ デル で

は, 第 7 層で , 耐力比Ⅰ, Ⅱ の 相違が著し い ｡

表 3 .4 : 柱梁耐力比の 定義

ロ Ⅱ

最上層 誕
A

去
B

茹 ≡

中間層 麗 A

去
B
o r

B

去
C

罵 言
Or

古

A A

小 さ い 方を用い る 小さ い方を用い る

最下層 塑
A

去
B

謹ご ≡
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3 . 4 入力地震波

入力地震波は, 下記の 3 波を基準とし, それ ぞれ の地震波に つ い て , ウ ェ ー ブ レ ッ ト変換
12 5) に より,

応答ス ペ クトル は同様 で, 位相特性の み異なる模擬地震波を 5 0 波作成した｡

● 位相特性を
一

様乱数とした, ｢ 国土交通省告示 1 4 61 号に定める極めて 稀に発生する地震動 ( レ ベ ル
2) の 解放工学的基盤 にお ける応答ス ペ ク トル1 2 4) ｣ を満たす地震波 (以下, 告示波)

･ E I C e n t r o N S (1 94 0) (以下, E L C E)

･ 神戸海洋気象台 N S (199 5) ( 以下, E O B E)

各模擬地震波の 入力倍率 は, 最大速度 を 1 ･O m / s に基準化するた め, 告示波 は 2 倍, E L C E は 2 .6 2 倍,
K O B E は 1 倍とした ｡ 告示波の原波 と模擬地震波の 波形 (0 秒 ～ 2 0 秒) を図 3 .3 に, 加速度応答ス ペ クト
ル を図 3 ･4 に示す0 また同様に EI C e n tr o N S の 波形, 加速度応答ス ペ ク トル を図 3 .6 , 3 .5 に , 神戸海洋気
象台波 N S の 波形, 加速度応答ス ペ ク トル を図 3 ･8

, 図3 ･7 に それぞれ示す｡ 告示波を用 い る理由は, 応答
ス ペ ク トルが平坦 で , 地震応答時の建物 へ の特定の 周波数特性に よる応答変動の影響を排除で きるか らで
あるo E L C E は遠方型, K O B E は直下型地震を代表する地震 と考えて 採用した｡
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図 3 . 3 : 地震波形 ( 告示波)
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3 . 5 崩壊 エ ネルギ ー

3 . 5 .1 全 消費 エ ネルギ ー

図 3 ･ 9 に示す, す べ て の 降伏 ヒ ン ジで 消費され る累積塑性歪 エ ネル ギ ー の合計を建物の全消費 エ ネ ル

ギ ー l% と定義する ｡

3 . 5 . 2 層崩壊 エ ネルギ ー

図 3 ･9( a) に示す降伏箇所で消費される累積塑性歪 エ ネル ギ ー を 順 の 層崩壊 エ ネ ルギ ー

呵画 と定義し,

町 ∫よ
= ∑｡
- % ∫f ( 3 . 2)

総和記号は, 柱頭と柱脚 に つ い て の 足しあわせ を意味する｡ ただ し, 1 階柱脚の エ ネ ル ギ ー は層崩壊 と

全体崩壊の 両方に 関わる ため, 1 階の 層崩壊 エ ネル ギ ー として は
, 柱頭の エ ネル ギ ー の 2 倍, すなわ ち,

勒 ∫1
= 2
c l % ∫1 とする0 最上層も同様に柱脚分の み を 2 倍, つ まり 呵 M = 2

｡ l % ∫乃 とする ｡

3 . 5 . 3 全体崩壊 エ ネルギ ー

図 3 ･9(b) に示す降伏箇所 で消費さ れる累積塑性歪エ ネ ル ギ ー

の合計を全体崩壊 エ ネル ギ ー

% ∫ と定義
する0 ただ し, 1 層柱脚と最上層柱頭の エ ネル ギ ー

か ら層崩壊に 関わ る分を差し引く必要がある｡ こ こ で

は, 1 層柱頭の 最上層柱脚の エ ネル ギ ー

が これに 対応する と考え, 式 3 .3 で 表す｡

勒f = c l% f l + c l % ′乃 + ∑ゐ町′∫ - ( ｡-% ∫1 ･ ｡ 町 ∫乃)

上記の結果, 式3 .4 が成り立 つ ｡

勒
= ∑呵画 + Ⅵち

図 3 .9 : 崩壊 エ ネル ギ ー

の 定義箇所

(3 .3)

(3 .4)
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3 .6 静的弾塑性解析結果

設定した各モ デル に つ い て , 外力を A ∫分布荷重と した静的弾塑性解析を行 っ た ｡ 強度係数 れ を 0 .5 ,

1 .3 とした場合に つ い て , 層間変形角の 平均値が 1 % に なるま で の 層せ ん断力と層間変形角の 関係 を図

3 .
1 0
,
3 .10 に示す｡ 図中の 数字は階を, 印は降伏メ カ ニ ズ ムが形成された点を表す｡

A ∫分布型の 基本モ デル A l -9 ( 図3 .1 0( a) , 3 .1 0( b)) で は, 強度係数が増加する と, 全層
一 様に柱降伏型

から梁降伏型 へ と変化した ｡ 逆三 角形型の基本モ デル T l
-9 ( 図 3 .11( a) , 3 .1 1( b)) で は, 上層部の柱降伏

型から上層部の部分降伏型 へ 変化した｡ 同
一 モ デル A 2 , T 2 の Q i = 0 .5 の 場合 ( 図3 .1 0( C) , 3 .11( C)) で は,

3 層 ごとの 強度が変化する層 (1 , 4 , 6 層) と 2 階で柱降伏が生じた ｡ れ = 1 .3 の場合 (図 3 .
1 0(d) , 3 .1 1( d))

で は, 下層部の梁が降伏 し, 部分降伏型 とな っ た｡

強度係数 れ = 0 .5 と 1 .3 の 違 い は強度の大きさ に表れて おり, 強度係数 れ = 0 ･5 の 場合に は層せん断力

の最大 は 1 .
25 × 1 0

3 k N 程度で あるの に対して , 強度係数 れ = 1 .3 の 場合 で は 2 .
5 × 1 0 3 k N 程度となる ｡
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図 3 .1 0 : 静的弾塑性解析結果 ( A f 分布)
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図3 .11 : 静的弾塑性解析結果 (逆三角形分布)

3 .7 応答最大層間変形角

A ∫基本モ デル ( A l -9) の告示波に対する地震応答を図 3 ･1 2 に示す｡ 実線は 5 0 波の 地震応答解析結果,

丸印がその平均,
一 点鎖線が降伏メカ ニ ズ ム 時の変形 を表す｡

図より, 強度係数 ¢ ∫ が 1 ･0 か ら 1 .3 に 増大する と, 各層の 応答の バ ラ ツ キが小さくなる ｡ 強度係数

れ = 1 ･0 で は, 特に バ ラ ツ キが大きく, 柱 と梁の強度がはぼ同様であるため, 柱 と梁が 降伏して い るか ら

である と考 えられる｡

A 吉岡
一 モ デル ( A 2 - 9) と逆三角形同

一 モ デル ( T 2 - 9) の 結果を図3 .13 , 3 . 14 に示す｡ い ずれも, 強度係数

れ が 0 ･5 の 場合に 弱点階 (1 , 2 , 4 , 7 層) に 応答がに集中するが, 強度係数 れ が 1 .3 に増大する と集中の

度合い は小さくなり, バ ラ ツ キも小さくなる ｡

逆三角形基本モ デル ( T l - 9) に E L C E , K O B E を入力した結果を図 3 .1 5 に 示す｡ 図より, 地震波 は異な

るもの の 応答の 相違は小ざ い も の とな っ て い る 0 応答値は K O B E の 方が E L C E に比 べ , 6 , 7 層 の 変形角

が僅か に大 きい 程度である ｡
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一 モ デル A 2 - 9
,

告示波) 告示波)



第 3 章 鋼構造骨組の 地震時塑性 エ ネ ルギ ー 分布に及ぼす柱梁耐力比の影響

0
ノ

8

7

`
U

5

4

3

2

1

＼

(
J

三
S

9

8

7

6

5

4

3

2

む
○
}

S

0 .5 1 1
.5 2 2 . 5 3

S t o r y D ri ft R ati o ( % )

( a) ゆ∫ = 0 .5

】 l l l l

q ･ヽ

b
d

田
田
ロ
?
u
?
口
や
口
¢
n
0
l l ■ l lb

0 0 ,5 1 1 .5 2

S t o r y D rift R ati o ( % )

( b) れ = 1 .0

0 0 .5 1 1 .5 2 2 . 5 3

St o r y D r 泊 R ati o ( % )

( C) れ = 1 .3

図 3 ･1 4 : 地震応答解析結果 (逆三 角形同 一 モ デル T 2 - 9 , 告示波)

0 0 ･5 1 1
･5 2 2 .5 3 3 .5 4

S t o r y D rift R ati o (% )

( a) E L C E

9

8

7

6

5

4

3

2

1

ト
ー

C
-

S

2 .5 3

0 0 ･5 1 1 ･5 2 2 .5 3 3 .5 4

S t o r y D rift R atio ( % )

(b) E O B E

図3 ･1 5 : 地震応答解析結果 (逆三角形基本モ デル T ト9 , Q i = 1 .0
,
E L C E , K O B E)



3 . 8 柱 と梁の 塑性率 35

3 .8 柱と梁の 塑性率

累積塑性エ ネ ル ギ ー に つ い て 論じる前に , 柱と梁の最大応答塑性率を検討する ｡ 9 層の 逆三 角形基本

モ デル ( T l -9) に つ い て , 1 , 2 層 で の 柱梁耐力比と塑性率の 関係 を図3 .1 6 に示す｡ 図 3 .1 6( a) に い階の ,

図3 .
1 6( b) に 2 階の 柱と梁の 塑性率を示す｡ 線種の 違 い は ,

降伏 ヒ ン ジ箇所の 違 い を表し, 1 階に つ い て

は, 1 階の 柱頭 ･ 柱脚, 2 階の 柱脚および梁の 塑性率を, 2 階に つ い て は, 2 階の柱頭
･ 柱脚, 3 階の柱脚

および梁の塑性率を表す｡ ただ し, 柱梁耐力比の 定義は表 3 . 4 の Ⅰ に よ る｡ 入 力波は, 告示波 50 波の う

ちの 1 波で ある ｡

図3 .16( a) より, 1 階柱脚の 塑性率は ,
全体崩壊 と層崩壊の両方に関わ るため, 強度係数を増加して もあ

まり減少しな い ｡ 1 階梁の 塑性率 は, 柱梁耐力比 1 .0 前後で劇的に増加 し
,
1 階柱頭の 塑性率 は劇的に減

少する ｡ 図 3 .1 6(b) の 2 階の柱
･ 梁も同様な変化を示すが, 1 階に 比べ る とその 変化 は緩や か であり, 特

に 2 階柱頭の 塑性率は柱梁耐力比が 1 .3 を上 回 っ たあたりで ようやく 1 .0 に漸近する ｡ これは, 1 , 2 階 で

部分崩壊が生.じた ためで ある と
い える｡
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3 .9 エ ネルギ ー の入力割合

3 . 9 .1 平均値と標準偏差

各層の エ ネル ギ ー

入力割合, 1 % ぷ∫/1% を求め, 柱梁耐力比と比較する｡ 図3 .1 7 に逆三角形基本モ デル

( T ト9) で耐力比Ⅰの 場合の エ ネル ギ ー の 入力割合を示す｡ 図 3 .1 7( a) , 3 . 1 7(b) はそれぞれ, 各層の エ ネル

ギ ー

入力割合の解析結果 50 波にお ける平均値と標準偏差を表す｡

平均値 ( 図3 .1 7( a)) は ほとん ど右肩下がりである の に 対して , 標準偏差 (図 3 .1 7(b)) は 1 .0 付近で右

肩上 がりに なる層が多 い ｡ こ れ は, 柱梁耐力比 1 . 0 付近で 梁降伏が混在し始めるた めである｡ 全体的に見

て , 標準偏差 は平均値に対 して か なり小さ い が, 柱梁耐力比 1 .0 付近で大きく
`

なる な ど, 無視で きる量で

もな い ｡ そ こ で, 本章で は以後, 平均値に標準偏差を加 えたもの を エ ネル ギ ー

の 入力割合として扱うもの

とする｡

3 . 9 . 2 柱梁耐力比の定義に関する検討

表3 .4 で定義した 2 種類の柱梁耐力比に つ い て , どち らの定義が適切か に つ い て考察を行う ｡ 逆三角形

9 層基本 モ デル ( T l - 9) の エ ネ ルギ
ー

入力割合を図3 .1 8 に示す｡ 線種の 違い は, 層の違 い を表し, 5 0 波の

平均に標準偏差 を加えたもの である ｡

図 3 . 1 8( a) の耐力比Ⅰ で は, 全層がほぼ
一

様に柱梁耐力比 1 .0 前後で急激に減少し始める ｡ こ れに対し,

図 3 .1 8(b) の 耐力比 ⅠⅠ で は減少具合が
一 様 で なくなる ｡ 特に , 9 階 つ まり最上 階の エ ネル ギ ー は耐力比

0 .6 ～ 0 . 8 で突出して減少する ｡

次に, 同
一 モ デル ( T 2

- 9) に 関する比較を図3 .20 に示す｡ 基本モ デル ( T ト9) と同様 に, 耐力比Ⅰで は各

層の エ ネル ギ ー 割合が均
一

に低下するが, 耐力比ⅠⅠで は, 7 階 (柱 ･ 梁の 強度が 2/ 3 に激減する階) で上

記 と同様の 現象が見られ, 耐力比ⅠⅠの 定義で は, エ ネルギ ー 割合に対して均 一

で はない ｡

以上から, 各階の層崩壊 エ ネル ギ ー

を均 一 に評価するに は, 耐力比ⅠⅠより耐力比Ⅰの方が適当で ある と

い える｡ つ まり, 層崩壊 エ ネル ギ ー は, 当該層の柱強度だ けで なく, 隣接層の柱強度の影響をも強く受け

るこ とがわかる ｡ ただ し, ピ ロ ティ 建物の ように , ある階の 強度と剛性が極端に低 い 場合に は, 隣接階の

柱強度にか かわらず弱点階が層降伏する ｡ したが っ て , 上記の 結論は, 今回の解析対象の ように比較的整

形な建物に 限定されるもの と思 われる ｡ 今後, より広範囲な パ ラメ ー

タ解析に より, 上記結論の 適用範囲

を明らか にする こ とが必要 で ある｡

なお, 図 3 .1 9( a) , 3 .1 9( b) とも, 8 階に着目すると, 柱耐力比が 1 .4 ま で大きくな っ て も 3 % 程度の 層崩

壊 エ ネ ル ギ ー

が残存して い るが, こ れは, 図 3 .14( c) に みられた部分崩壊に よるもの で あり, 応答性状 に

深刻な影響 を及ぼすもの で はな い ｡ また, 文献
8
,
7 2) の 動的増幅係数は, 建物の 上層部は ど大きな値を とる

こ とに なるが, 今回の ように 累積塑性 エ ネ ル ギ ー に着目する と, その ような必要性 は見られ なか っ た ｡

上記の結果から, 本章で は以後, 柱梁耐力比Ⅰを用 い て エ ネ ル ギ ー 割合に つ い て 考察する こ ととする｡
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3 . 9 . 3 地震波の種類が異なる場合

地震波 E L C E , K O B E に お い て , 耐力比Ⅰ を用 い た場合の エ ネル ギ ー 割合を図 3 .2 0 に 示す｡ 線種の 違

い は層の違 い を表し, 耐力比の定義はⅠを用 い る｡

告示波の結果( 図 3 .1 8( a)) と比較する と, E L C E , K O B E の い ずれも耐力比 0 .9 付近で 8 階の エ ネル ギ ー

が大 きくなり, 告示波の 結果 とは異なる結果 とな っ た｡ これ は, 図 3 . 1 5( a) , 3 .1 5(b) で 8 階の層間変形が

大きか っ た こ とに よるもの と考えられる ｡ しか しながら, 耐力比 1 .0 以上での エ ネル ギ ー 割合の 減少具合

は告示波とよく似た結果とな っ た｡ こ の 結果に より, 地震波が異な っ て も, 耐力比Ⅰに より層降伏 エ ネル

ギ ー の制御が可能であると い える ｡ すなわち, 柱梁耐力比をある値以上 にする こ とで , 地震波が異な る場

合であ っ て も, 層 へ の エ ネル ギ ー 集 中を減らすこ とが可能であると い える ｡

1 F ↑ 3 F … 一

0 …- 5 F - ･ -･ A･-･一7 F - ‥

- サ =- 9 F ↑

2 F = - - - -

･ 4 F ･
… …

一･
-

･･‥6 F
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･一･ ト ー･ 8 F --= ▼-
- -
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C ol u m n -t O - B e a m St r e n gt h R ati o

(b) K O B E

図 3 ･ 2 0 : 逆三角形基本モ デル T l -9 の エ ネルギ ー

入力割合(E L C E , K O B E)

3 . 9 . 4 曲げ強度の 設定が異なる場合

曲げ強度の設定が異なる場合の エ ネル ギ ー

入力に つ い て 比較する｡ 図3 .2 1 に 逆三角形モ デル A l , A 2 の

耐力比 1 を用い た場合の エ ネル ギ ー

入 力割合を示す｡ 線種の違 い は層の 違い を表す｡

逆三角形基本モ デル T l -9 ( 図3 .18( a)) と A ∫基本モ デル A l -9 ( 図3 . 21) を比較する と, A ∫基本モ デル

A ト9 で の 9 階の エ ネル ギ ー

入力が逆三角形基本モ デル T ト9 に 比べ , 極端 に小さ い ことがわか る ｡ これ

は
, A よ分布外力の頂部の強度が高い こ とに起因して おり, A ∫分布の特徴に よるもの である｡ また, A ′同

一

モ デル A 2 -9 ( 図3 ･2 1( b)) に つ い て も ,
8 階と 9 階で エ ネル ギ ー

入力が非常に小さく, A ∫分布に よる影響

がみられる｡ しか しなが ら, 耐力比 1 . 0 前後で の 減少具合は, 逆三角形モ デル と同様 である ｡ 基本モ デル

( 図 3 .2 1) と同
一

モ デル (図 3 . 2 1(b)) を比較すると, エ ネル ギ ー の 入力部合が大きくなる層が耐力変化層

(1 , 4 , 7 層) に集中して い る こ とがわか り, 耐力変化層に は大きな変形が生じる可能性も示唆して い る ｡
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3 . 9 .5 地震波の強さが異なる場合

本章で は, 入力した地震波の 最大速度を 1 .O m / s に基準化して入 力して い るが , 実際の耐震設計に お い

て は,
｢ 極めて 稀に 発生する地震動

1 24)
｣ として 定め られた最大速度 0 .5 m / s 程度の 入力 である こ とが多

い た め, 最大速度 1 .O m / S と い う地震波はあまり現実的で はな い と い う問題が ある｡ そ こで , 最大速度

0 .5 m / s の 入力に 対する エ ネル ギ
ー

の 入力割合を求め, 地震波の 強さが異なる場合 に つ い て 比較する ｡ 図

3 . 2 2 に逆三角形モ デル ( A 2 - 9) の 告示波 (最大速度: 0 .5 m / S) の 耐力比Ⅰ を用 い た場合の エ ネル ギ
ー 入力

割合を示す｡

A ∫ 同
一

モ デル ( 図 3 . 21(b)) と比較すると, 最大速度 0 .5 m / s の 地震波 を入力した場合に は, 最大速度

1 .O m / s の 地震波が入力された場合に 比べ て , 各層の エ ネル ギ
ー

入力部合が小さ ■く なる｡ また , 最大速度

1 .O m / s の 場合に は, 全層 にお い て 耐力比が 1 .0 以上に なる と エ ネル ギ ー が減少する の に対 して , 最大速

度 0 .5 m / s の 地震波が入力された場合に は柱梁耐力比 1 .2 以上 で も第 2 層な どで エ ネルギ ー の 上昇が見ら

れる ｡

3 且 6 層崩壊 エ ネルギ
ー の合計

柱梁耐力比がも っ とも均
一

な A f 基本モ デル( A l -9) モ デル に つ い て , 層崩壊 エ ネル ギ
ー の 合計 1% ∫ を図

3 .23 に 示す｡ 横軸は, 全層のうち最も小さ い 耐力比を表す｡ 図中の破線 は平均値を,
一 点鎖線は平均値に

標準偏差を加えたもの を表す｡

柱梁耐力比が 1 を超える と, 層降伏 エ ネ ル ギ
ー の 合計は 5 0 % 以下に なり, 柱梁耐力比が 1 ･2 を超 える

と 1 0 % 以下となる こ とがわか る｡ 前節ま で示したように, 各層に 入力される層降伏エ ネル ギ
ー は柱梁耐

力比を大きくする こ とで, 制御可能 である と い える ｡
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C olu m n -t O - B e a m S tr e n gth R ati o

図 3 ･2 3 : 逆三角形基本モ デル T l - 9 の層崩壊 エ ネ ル ギ ー 合計1% ∫ と % の比 (告示波)

3 . 9 . 7 3 層骨組の場合

3 層骨組に おける エ ネ ル ギ ー

入力割合を図 3 .2 4 に示す｡ 線種の 違い は, 層の 違 い を表す｡

基本モ デル T l -3 ( 図 3 . 2 4( a)) で は耐力比Ⅰが 1 より大きくなる と, 各階の 層崩壊エ ネル ギ
ー が全体的

に減少する｡ しかしながら, 同
一

モ デル T 2 -3 ( 図 3 .2 4(b)) の ように全層が同じ強度である場合に は, 2 階

の 層崩壊エ ネ ルギ
ー

はあまり減少 しない ｡ これは, 1 , 2 階間で部分崩壊が生じて い るため である ｡ 耐力比

の定義を Ⅱ に した場合もま っ たく同じ結果に なり, 柱梁耐力比の みで は, 部分崩壊の 可能性を判断で きな

い場合もある ことを示して い る ｡

また, 9 層骨組と比 べ ると, 3 層骨組で は層崩壊 エ ネル ギ ー

の 減少が緩やか で ある｡ 動的増幅係数
8
,
7 2)

で は, 周期の 長い 建物ほ ど大きな耐力比を必要とするが, 本章で行 っ た解析で は逆の傾向とな っ た ｡
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図3 .
2 4 : 逆三角形 T づ の エ ネル ギ

ー

入力割合 ( 告示波)

3 .1 0 まとめ

本章で は全階ほぼ均等な中低層魚骨型鉄骨骨組で ,
遠方型お よび直下型の地震波 に対する応答解析を行

い
, 次の 結論を得た｡

1 . 柱梁耐力比は, 冷間成形角形鋼管設計
･ 施工 マ ニ ュ ア ル

9) および A C I 規準
12 3) の ように節点の 上下

左右の 柱梁強度の 和で定義するの が適当である｡ ( 表 3 . 3 の定義Ⅰ参照) ｡

2 . 上記の 定義による柱梁耐力比が 1 を超える と, 柱の 強度分布や層の 位置に かかわ らず層降伏 エ ネル

ギ ー が減少し始 める ｡ 特に ,
1 階で の減少が急激 である ｡ 従来の 動的増幅係数

8
,
7 2) で は, 周期の 長

い建物の 高層部で大きな増幅率が要求され るが, エ ネル ギ
ー の面か ら見る限りで は, その ような傾

向は見られなか っ た ｡

3 . 強度分布が A f 分布か ら著しく異なる建物で は, 柱梁耐力比の み で部分降伏の制御が 困難 な場合が

ある ｡
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第 4 章

強震を受ける 2 層鋼構造建物で塑性変形

が卓越する際の応答

4 .
1 はじめに

現行の 耐震設計法に従う と, 低層建物の ベ
ー ス シ ア係数の最小値は 0 . 20 で ある ｡ 地域係数に よ っ て は

これ より低 い 強度の建物もありえる ｡ こ の ような建物が震度 7 クラス の激震を受ける ときの 応答 に関す

る研究は意外に少な い ｡ 19 95 年の 兵庫県南部地震で , 多くの 低層建物が倒壊して い る
7
,
1 27) こ とを考える

と, その応答に 関する研究はさら に必要である ｡

既往の研究 にお い て , 低層鋼構造建物 を対象とした地震応答解析 は種々行われて い る ｡ 長谷川 ら
8 0) は,

ベ ー ス シ ア係数, 柱梁強度比, パ ネル 降伏比を パ ラメ
ー

タ として 地震応答解析を行 い , 強震時に お ける

中 ･ 低層鋼構造骨組の塑性変形性能を評価する方法を提案して い る｡ 中尾ら
8 1) は, イ ン パ ル ス 応答に よ

る 1 次モ ー ド解から中 ･ 低層鋼構造骨組の 塑性ヒ ン ジ回転角分布を求める近似解析法 を提案して い る ｡ 前

田 ら
6 1) は; 地震時の層間変形角の応答値と降伏せ ん断力係数や地震応答時の せ ん断力係数分布 との 関連

性がある こ とを哀し その 関係式を導 い た ｡ 張
8 2) は, 中 ･ 低層鋼構造骨組の弾性限界, 劣化限界及び倒壊

限界の三 つ の 限界状態に至らせる地震動の波形や強さ な どの 入力特性を解明した ｡

以上の ような研究は い ずれも低層鋼構造建物の 損傷分布の予測を目的としたもの で あるが, 地震動やモ

デル に よ っ て は精度が高く なく,
正確 な予測 とはな っ て い な い もの もある｡ 原因として , 建物の 耐力が ,

弾性時の応答に よる A 言分布
12 4) な どの震度分布に従 っ て い る こ とな どが挙げられる ｡ 建物が強震を受け,

塑性変形が支配的となっ た場合に はその影響はさ らに多くなる と予想で き, 塑性応答に より建物が倒壊す

る可能性がある ｡
よ っ て

,
建物の 塑性変形性能を把握する こ とは重要で ある とい える ｡

そ こ で本章 で は, ベ ー ス シ ア係数 0 .2 ～ 0 .3 程度の 層降伏型の
.

2 層鋼構造建物 を対象 に, パ ルス 的な入

力を想定 した人工地震動を用 い て 地震応答解析 を行う｡ そ して ,
建物の 強度分布と ベ

ー ス シ ア係数の 関係

か ら, 塑性変形が卓越する層を予測する方法に つ い て検討を行う｡ また, 実在の地震動に対する応答に
つ

い て も若干の 考察を行う ｡
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4 .2 解析モデル

解析モ デル は質量 1 t の せ ん断 2 質点系モ デル とする｡ 表 4 .1 に モ デル 名称とパ ラメ ー

タを示す｡ 第
一

の パ ラメ
ー

タは, 復元力特性 ( 完全弾塑性モ デル (図 4 .1( a)) および剛塑性モ デル ( 図4 . 1( b)) とする (表

4 . 1 の 2 列目)) ｡ 剛塑性モ デル の長所 は, 剛性 たが存在しな い ため, 塑性変形の 発生メ カ ニ ズ ム を理論的

に把握しやす い 点である
12 8)

｡
ベ ー ス シ ア係数が小さ い 場合の 剛塑性応答は弾塑性応答に近 い と予想で き

る ｡ 第二 の パ ラメ ー タは, 各階の強度 を決定するための 外力分布であり, 上層の 外力が大きい 上層型 ( 図

4 .2( a)) , 下層の 外力が大き い下層型 (図 4 . 2( b)) の 2 種類を用 い る (表 4 .1 の 3 列目) ｡ 前者で は 2 階が,

後者 で は 1 階が比較的強い モ デル となる ｡ 第三 の パ ラメ ー タは 1 階の層せ ん断力係数とする (表 4 .1 の 4

列目) ｡ 減衰は 0 % とし考慮 しな い ｡ 完全弾塑性復元力特性モ デル の初期剛性た は鉄骨造建物を想定した

固有周期 0 .2 秒か ら求めた｡

表4 .1 : モ デル名称とパ ラメ ー

タ

名和 f 元 珊 小 暇 可票
ん 醐

.

数
固 欄 l

EiO .
2

完全弾塑性
呈上層型

0 .2 0 0 .2 7

0 ･2 秒き
1

EiO .3

E tO .2

E tO .3

■0 .3 0 0 .4 0

l
下層型

0 .2 0 0 .1 3

0 .3 0 0 .2 0

RiO . 2

RiO .3

R tO .2

R t O .3

剛塑性

l

l 上 州
0 .2 0 0 .2 7 l

0 秒さ
l

0 .3 0 0 .4 0

下層型さ
0

.
2 0 0 .

13

0 .3 0 0 .20

( a) 完全弾塑性

国

一

一

色

(b) 剛塑性

図 4 .1 : 復元力特性

E xt e rn al F o r c e S t r e n g th
E x t e rn al F o r c e S tr e n g th

γ

1 D ｡ 1 』｡
(a) 上 層型 (b) 下層型

図4 .2 : 強度分布
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4 .3 入力地震動

入力地震動 に はパ ル ス 的な波形 を持つ 単純波
1 28) ( 以下, パ ルス 波とする) と実地震動を用 い た ｡ 図 4 .3

に パ ル ス 波の加速度と速度およ び変位の 時亥打歴を実線 で示す｡ こ の 波は, 神戸 J M A 波の
一

部 ( 時刻 8 .2

秒か ら9 .8 秒 の 区間, 破線で表示) を単純化 したもの であり, 最大速度を 0 .6 m / S とし ,
図 4 .3( b) の a 区

間, b 区間が 3 :1 となるように定めた｡ パ ルス 波の特徴 は, 正負の 最大加速度が
一 定で, 加速度履歴が矩

形 となる こと である ｡ 実地震動は P E E R S tr o n g M o ti o n D at ab a s e
12 9) の 最大加速度が 5 m / S

2
以上か つ 最大

速度が 5 0 c m / s である 5 8 波を用 い た (以下, P E E R 波とする) ｡ 表4 . 2 に その 名称と最大地動加速度およ

び最大地動速度を示す｡ また, 図 4 .4 に減衰 5 馴 こおける実地震動58 波の加速度応答ス ペ ク トル を示す｡

図中の白丸は中央値 を表す｡ 図 4 .5 に は P E E R 波の 有効継続時間と加速度応答か ら求めた卓越周期の 関係

を示す｡ 図より, P E E R 波 5 8 波は有効継続時間, 卓越周期とも様々 で ある こ とが わかる ｡ なお, 地震波

の 有効継続時間は パ ワ ー ス ペ ク トルJ宛d f が全パ ワ
ー ス ペ ク トルの 1 0 % ～ 90 % となる時間とした0

0
ノ

′

0

3

0

っ
J

(
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亘
眉
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図 4 .3 : パ ル ス波の 時刻歴
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表 4 .2 : P E E R 波の 詳細

S tati o n P G A ( m / s
2
) P G V ( m / s)

l c ap e M e n d o ci n o , 9 2/04/2 5 89 0 0 5 C ap e M e n d o ci n o C P M O O O 1 4 .6 7 1 .2 7

】
l
l
l
l
l
l c hi _ C hi

,
T hi w a n

,
9 9/0 9 P O

l
l
l
l
】
l

さ c E Y O 28
C ⅢY O 2 8 - N 8 .0 5 b . 67

C ⅢY O 2 8 - W 6 . 4 0 0 .7 3

i c H Y O 8 0
C Ii Y O 8 0 - N 7 .1 0 0 .4 9

C H Y O 8 0 - W 8 .8 4 1
.0 2

i T C U O 6 5
T C U O 6 5 - N 5 ･9

.
1 0 .7 9

T C U O 6 5 - W 7 .9 8 1 .2 6

T C U O 67 T C U O 6 7 - W 4
.9 3 0 .8 0

T C U O 68 T C U O 6 8 - W 5 .5 5 1 .7 7

T C U O7 1 T C U O 7 1 - N 6 .4 2 0 .6 9

T C U O 7 4 T C U O 74 - W 5 .9 0 0 .7 3

T C U O 7 9 T C U O 7 9 - W 7 .2 7 `0 .6 1

T C U O 8 4 T C U O 84 - W 1 1 .34 0 .6 9

T C U 1 2 9 T C U 1 29 - W 9 .90 ･P ･6 0

W N T W N T - E 9 .3 9 0 .6 9

C o ali n g a , 8 3/0 5/0 2 1 1 6 2 Pl e a s a nt V all ey P . R E - P V Y O 4 5 5 .8 0 0 .60

D n z c e
,
¶ユ止ey , 9 9/1 1/1 2 B ol u

B O L O OO 7 .1 3 0 .5 6

B O L O 90 8 .0 6 0 .6 2

E r zi n c a n
,
T u rk ey , 92/0 3/1 3 9 5 E r zi n c a n E R Z - N S 5 .0 5 0 .8 4

G a zli
,
U S S R

,
7 6/0 5/1 7 9 2 0 1 K ar ak y r

G A Z O O O 5 .9 6 0 .6 5

G A Z O 90 7 .0 4 0 .7 2

I m p e d al l ね11e y , 79/1 W 1 5 94 2 EI C e nt r o 日 - E O 8 14 0 5 .9 0 0 .5 4

l
馳 b ｡

,
9 5′｡1′1 6 l

l

l
O Ⅲ M A

E J M O O O 8 .0 5 0 .8 1

E J M O 9 0 5 .8 7 0 .7 4

O T b k ar a Z u k a
T A Z O O O 6 .7 9 0 .6 8

T A Z O O O 6 . 8 0 0 .8 5

0 1 もk at o d
m K O O O 5 .9 9 1 .27

m K O 9 0 6 .0 4 1 .21

L a n d er s
,
9 2/06/2 8 24 L u c e rn e L C N 2 7 5 7 .0 7 0 . 98

1 L o m a P ri et a
,
89/1q/1 8

1 1

57 0 0 7 C o rr alit o s C L S O O O 6 .3 1 0 .5 5

1 6 L G P C
L G P O O O 5 .9 3 0 .9 5

L G P O 9 0 5 .5 2 0 .5 1

l M ｡ 曙 弧 皿 ,
8 岬ノ2 4
l 5 7 2 1 7 C oy o t e L ak e D a m

C Y C 1 9 5 6 .9 7 0 .5 2

C Y C 2 85 1 2 .7 2 0 .81

N . P al m S p ri n gi , 8 6/0 7/0 8 5 0 7 0 N o rth P al m S p ri n g s- N P S 2 1 0 5 .8 2 0 .7 3

l 】
l N o rth ri d g e , 9 4 P l/1 7 l
1 1
l l

2 4 2 7 8 C ast aic
O R R O9 0 5 .5 7 0 .5 2

O R R 3(50 5 .04 0 .5 2

9 0 01 3 B e v e rly H ills M U L 2 7 9 5 .0 6 0 .6 3

2 4 2 7 9 N e w h all
N W H O 9 0 5 .71 0 .7 6

N W H 3 6 0 5 .7 8 0 .9 7
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表4 . 2 : P E E R 波 の詳細 ( つ づ き)

l
l
l
l
l
l
l
l
N o 血d d g e , 叫 01/1 7

l
I
l
I
l
l

l 2 45 1 4 S y 血
S Y L O 9 0 5 .9 2 0 .7 8

S Y L 3 6 0 8 .2 6 1 .3 0

24 4 3 6
'

m r z a n a T A R 3 6 0 9 .2 0 0 .7 8

0 0 00 0 L A D a m L D M O 64 5 .01 0 .64

l 2 . 2 ｡ , P a c ｡i m a ｡ a m
P U L l O 4 1 5 .5 3 0 .5 6

P U L 1 9 4 1 2 .5 9 1 .0 4

O P a rd e e P A R - L 6 .4 4 P .7 5

0 6 5 5 J e n s e n Filt er Pl a n t J E N 2 9 2 5 .8 1 0 . 99

7 7 R i n aldi R e c e lV l n g St a R R S 2 2 8 8 .2 1 1 .6 6

0 6 3 7 S ep ul v ed a V A
S P V 27 0 7 .3 8 0 .8 5

S P V 3 6 0 9 .2 0 0 .77

l 7 4 S yl m ar

l

S C S O 5 2 6 .0 0 1 .1 7

S C S 1 4 2 8 .7 9 0 .4 7

S C E O 1 8 8 .1 1 1 .1 8

: s a n F e m a n d o , 7 1/O y O 9E 2 7 9 P a c oi m a D a m
P C D 1 6 4 1 1 .0 0 0 .

1 1

P C D 2 5 4 1 1 .2 7 0 .54

l 瑚 a n
,
7 8 仰 6! 9 10 1 触

T A 月 - L N 8 .1 9 0 .9 8

T A 月 - T R 8 .3 5 1 .2 1

0

0

0

(
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さ
く
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図 4 .4‥ P E E R 波 の加速度応答ス ペ クトル (h = 5 %) 図 4 .5 : P E E R 波 の 有効継続時間と卓越周期
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4 .4 パ ルス波に対する応答

4 . 4 .1 上層型強度分布をもち C l = 0 .3 とな るモ デルの時刻歴応答

完全弾塑性モ デル EiO .3 の 層間変位の 時刻歴を図 4 .6 に示す｡ 1 階が負方向に大きく変形したが, 2 階

に は変形が ほとん ど生 じなか っ た｡ また, 図 4 . 3( a) の地動加速度の変化に より, 時刻 0 .4 秒 と 1 .2 秒付近

で変形が増大した ｡

剛塑性 モ デル 鮎0 .3 の 変位時刻歴を図 4 .7( a) に示す｡ 1 階の変形 は完全弾塑性モ デル EiO .3 よりやや小

ざ い が , ほぼ同様 であると い える ｡ 2 階に は変形は全く生 じなか っ た ｡

剛塑性モ デル の 場合, 各階が動き出す前の 1 , 2 階の 絶対加速度は地動加速度 αg に等し い ｡ よ っ て , 1 ,

2 階の せ ん断力 e l , e 2 は次式で表わすこ とが で きる｡

e l =
- 2 〝l ･ α ･

g

e 2 = - ∽ ･ α ･

g

せ ん断力が強度 e 鉦 e 〟2 に達すれ ば降伏し, 変形が生 じる｡ R iO . 3 モ デル の場合, 1 , 2 階の 強度はそれ ぞ

れ 6 k N , 4 k N で ある ｡

時亥U O 秒から 0 ･2 5 秒まで ( 図 4 .7( a) の l) は地動加速度が - 1 .7 1 m / s
2
で あり, Q l = 3 . 4 2 k N < Q u l と

なるた 軌 1 階に は相対加速度は生 じない ( 図 4 .7( C) の 1) ｡ 2 階も同様 である｡ 時亥粕 2 5 秒か ら地動加

速度 αg は 5 ･1 2 m / s
2
となる0 1 階の せ ん断力は e l =

- 1 0 ･2 4 k N となり 銑 1 を超 えるた め, 1 階は負方向

に動き始める｡ こ の とき 2 階も降伏強度を超え, 負方向に動 き始 める ｡ 1 , 2 階の相対加速度を 勘 , α2 とす

る と, 1 , 2 階の 絶対加速度は (αg + α1) , ( αg + α1 + α2) である｡ 従 っ て , 各階のせ ん断力は次式で表される ｡

e l = 一

∽
･( 2 αg + 2 α1 + α2) ( 4 .3)

e 2 =
-

∽ ･ ( αg + α1 + α2) ( 4 .4)

よ っ て , 1 階の 相対加速度は α1 = ( e 〟1
-

e 〟2)/ ∽
-

α
g
= - 3 .12 m / s

2
となる ( 図 4 .7( C) の ス パ イ ク A) ｡ す

なわち 1 階はさ らに負方向に 動く ｡ 一 方, 2 階 で は α2 = (2 銑2
-

e 〟1)/ 椚 = 2 m / s
2
と い う逆向きの相対加
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図 4 .6 : 完全弾塑性モ デルの 時刻歴応答 (上層型強度分布, C l = 0 .3 , パ ル ス 波)
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速度 ( 図 4 .7( c) の ス パイ ク B) になり, 停止 する ｡ 1 階は その 後も加速度 α1 = e 〟1/(2 〝7 卜 αg
= - 2 ･12 m / s

2

に よ り, 引き続き負方向に 動き続 ける ( 図 4 .7( C) の 2) ｡ 2 階 の せ ん 断力 は降伏強度 を下回る た め, 加

速度は生じ な い ｡ 時刻 0 .45 秒以降は, 地 動加速度 - 1 . 7 1 m / S
2
に より, 1 階に は正方向の 相対加速度

α1
= 4 .7 1 皿/ s

2
が生じ ( 図 4 . 7( c) の 3) , 速度が減少する (図 4 . 7(b) の 3) ｡ そして , 時刻 0 ･5 4 秒 で速度が

ゼ ロ に達し停止する ( 図 4 . 7(b) の C) ｡ そ の後, 時刻 1 .15 秒まで は式 4 .3
,
4 .4 の せ ん断力が e 〟1 , 銑2 を下

回るの で建物の 変形は生 じ ない ( 図 4 .7(b) , 4 .7( C) の 4) ｡ 完全弾塑性モ デル も同様の メカ ニ ズム が生 じて

い ると考えられる ｡

一 般的な低層鉄骨造建物で は,
､
A ∫分布の ように 上層の せん断力係数が ベ

ー ス シ ア 係数より大きくなる

ケ
ー ス が多い た め, 1 階が弱点階となる可能性が強い と い える ｡
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図 4 .7 : 剛塑性モ デル の 時刻歴応答 ( 上層型強度分布, C l = 0 .3 , パ ル ス 波)
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4 .4 . 2 下層型強度分布をもち C l = 0 . 3 となるモ デル の時刻歴応答

前節で用 い た上層型強度分布モ デル で は 1 階の 変形が卓越したため, 本節で は 2 階が弱い下層型強度分

布モ デル に つ い て 検討する｡

完全弾塑性モ デル E tO .3 の変位時刻歴応答を図 4 .8 に示す｡ C l > C 2 に もかか わ らず, 1 階にも大きな

変形が生 じた ｡ ただ し, 最大応答変位は 2 階の ほうが大きくな っ た｡ 時刻 0 .6 秒か ら 1 . 2 秒まで の 1 階の

変形ははぼ
一

定に なるが, 2 階で は正方向へ の揺り戻 し変形が起きた｡

図 4 .9( a) に 剛塑性モ デル R tO . 3 の変位時刻歴応答を示す｡ E tO .3 と同様 に 1 階と 2 階が変形 した ｡ ただ

し, 2 階の 変形に E tO .3 の ような揺り戻し変形 は見られ なか っ た ｡ E tO .3 で の み揺り戻し変形が起 こ っ た原

因に つ い て は次節で説明する ｡

剛塑性モ デル の応答を詳 しく見る と, 0 .25 秒まで は前節と同じく変形は生 じ な い ｡ 時刻 0 . 25 秒 で各階

に負方向の相対加速度が生じる ( 図4 . 9( C) の A ) ｡ 加速度 は, 1 階よりも 2 階の 方が大き い ｡ 時効 0 .45 秒

で は, 地動加速度が反転するた め, 1 階の 加速度が逆転し ( 図 4 .9( C) の B) , 1 階 の 相対速度が減少 し始

める ( 図 4 .9(b) の B) ｡ 1 階 の相対速度がゼ ロ に なる と (図 4 .9( b) の C) , 2 階の加速度にも逆転が生じて

(図 4 . 9( c) の C) , 2 階 の相対速度が減少し始 める (図 4 .9( b) の C
,

) ｡ そ の後, 速度はゼ ロ に なるまで減少

する ( 図 4 .9(b) の D ) ｡ つ まり, 2 階に 1 階よりも大きな変形が生 じたの は,

1
. 1 階より 2 階の 相対加速度が大きか っ た ため

2 . 1 階が停止 した後も 2 階が動き続けたた め

の 2 点が原因で ある｡ こ の メカ ニ ズム は, 完全弾塑性モ デル で もほぼ同様に起 こ っ たと考 えられ るが, 2

階に揺り戻し変形が起きて い る点は剛塑性モ デル と異なる｡
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図 4 .8 : 完全弾塑性モ デルの 時刻歴応答 (下層型強度分布, C l = 0 .3 , パ ル ス 波)
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4 . 4 . 3 下層型強度分布をもち C l = 0 .2 とな るモ デルの時刻歴応答

ベ ー ス シ ア係数が 0 .2 の 弾塑性モ デル E tO .2 の変位時刻歴応答を図4 .1 0 に示す｡ C l > C 2 に もかか わら

ず, 1 階に はより大きな変形が生 じた ｡ 図 4 .8 と の違 い はベ ー

ス シ ア係数の み であり,

ベ ー

ス シ ア係数に

よ っ て 1 , 2 階の変形の 割合が変化した とい える｡ また, 図 4 .8 と同様 に, 2 階に 正方向 へ の 揺り戻し変形

が生 じ, その 変形は E tO .3 よりも大 きく な っ た｡

剛塑性モ デル R tO . 2 の 変位時刻歴を図 4 .1 1( a) に 示す｡ 完全弾塑性モ デル と同様 に , 2 階よ り 1 階の 変

形が大きか っ た ｡ また, 2 階に は E tO .3 , E tO .2 と同様の 正方向 へ の揺り戻 し変形が生 じた｡

時亥り0 秒か ら 0 . 2 5 秒で は, 地動加速度 と 2 階の強度の 関係か ら 2 階が降伏し, 正方向の 加速度が生 じ

る ( 図 14 .11( C) の 1) ｡ そ の た め, 正方向 へ の 速度が増加 し (図 4 .11(b) の 1) , 2 階は正方向に変形する

(図 4 .11( a) の 1) ｡ そ の 後, 逆方向 へ の地動加速度に より, 1 階と 2 階で 負方向の 相対加速度が生 じ ( 図

4 .1 1( C) の 2) , 負方向 へ の変形が生じる ( 図 4 .1 1( a) の 2 , 3) ｡ そ の 後, 時刻 0 .68 秒で 2 階の速度がゼロ に

なる ( 図 4 .1 1( b) の A) と, 2 階に は再び正方向の加速度が生 じ ( 図 4 . 11( c) の 4) , 変形も正方向に戻る

( 図 4 .
1 1( a) の 4) ｡ 弾塑性モ デル E tO .2 の 2 階に生じた揺り戻しも, 同様の メカ ニ ズム で起 こ っ た と考え

られ る｡ 弾塑性モ デルの 揺り戻 しが大き い原因は, 図 4 .1 1( C) の 4 の 区間で 1 階の弾性抵抗の 反作用に よ

り 2 階の 相対加速度が大きくなるため である｡ 図 4 .8 に おV ) て , E tO .3 モ デル の 2 階に揺り戻し変形が生

じたの も, 1 階の弾性変形の 影響で ある ｡

以上ま とめる と, 1 階の せん断力係数が 2 階より大き い建物で も 1 階の 塑性変形が卓越する こ とがあり

える｡
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4 . 4 . 4 2 階に変形が生じる条件

剛塑性モ デル に つ い て , 1 , 2 階が同方向の相対加速度を持 つ と仮定すると, 運動方程式より各階の加速

度は次式の ように なる ｡

わ1l ∽ 1 + ∽ 2

g 〝1 1

1α2l ∽ 1 + ∽ 2

( C g
- C l) 一

芸( C g
- C 2)

( C l - C 2)
g 〝7 1

こ こ に , C g
= α
g/g , C ～

: i 階の せん断力係数, ∽よ: 王階の 重量

1 階の相対加速度が 2 階よりも大きくなる条件, すなわちⅠα1l > lα21 となる条件 は, 式 4 .5 , 4 .6 から, 次

式となる｡

C
g

- C 2
L

2 ( ∽ 1 + 椚 2)

C
g

- C l 〝1 1 + 2 〝‡2
(4 .7)

そ こ で, 図 4 ･1 2( a) の よう に, 横軸 と縦軸 を C g
- C l , C g

- C 2 に取る と, 式 4 ･7 は原点を通る直線 O B

より下の領域を表すことに なる ｡ 逆に , 直線 O B より上 の領域 は 2 階の 相対加速度が 1 階より大きくなる

範囲を表す｡

次に, 式 4 .5 に お い て
, lα1l > 0 が成り立 つ た めに は,

C
g

- C 2
_
∽ 1 + 椚 2

<

C
g

- C l 〝7 2
(4 .8)

となる ことが必要で ある｡ 図 4 . 12( a) で直線 O C より上の領域 に おい て は, 式 4 .8 を満足しな い ため, 1 階

に相対加速度が生じない (2 階の みが変形する) こ とに な る｡ 図 4 .12( a) の 第 2 象限も同様で ある ｡

次に, 式 4 .6 に お い て , I α2I > 0 が成り立 つ た めに は, C l > C 2 で ある こ とが必要で ある ｡ 図 4 .1 2( a) で

直線 O A より下の領域 にお い て は, C l > C 2 を満足 しない た め, 2 階に 相対加速度が生じない (1 階の み

が変形する) こ とになる ｡ 図4 .12( a) の第 4 象限も同様で ある ｡ なお, 図 4 . 12( a) の 第 3 象限で は, 1 , 2 階

とも変形が全く生じない ｡

以上か ら, 次の ように分類で きる｡

･ 1 , 2 階とも変形が生じない領域 : 図 4 ･1 2( a) の 第 3 象限 (甥 と呼ぶ)
･ 1 階の み変形が生 じる領域 : 図 4 ･12( a) の O A より下側 (壁 と呼ぶ ｡ 上付きの ゼ ロ は 2 階の 変形が
ゼ ロ

, 下付きの L は 1 階の変形が大きい こ とを示す｡)

･ 2 階の み変形が生 じる領域 : 図 4 . 1 2( a) の O C より左側

･ 1 階の変形が 2 階より大き い領域 : 図 4 . 1 2( a) の A O B

･ 2 階 の変形が 1 階より大き い領域 : 図 4 .1 2( a) の B O C

L

O
め

壁

巧

(

(

ぷ呼と

)

)

ぶ

ぶ

呼

呼

と

と

上記の 妥当性を確認するた め, 前節ま で に検討した モ デル の値を図中にプロ ッ トした ｡ ベ ー ス シ ア係数が

同じモ デル は縦軸方向に並 ぶ ｡ 上層型強度分布をもつ 鮎0 . 2
,
鮎 0 .3 モ デル は い ずれも 1 階の み変形する領
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域 内に プロ ッ トされ る｡ こ の 結果は図 4 .7 の 結果 と当て はまる ｡
また , 下層型強度分布の モ デル R tO .3 は

直線 O B より上 の領域に , R tO .2 は面積 O A B 内に プロ ッ トされる ｡ こ の結果 に つ い て も, R tO .3 モ デル で

は図 4 .9 に お い て 2 階に大 きな変形が生 じ R tO . 2 モ デル で は図 4 .1 1 に お い て 1 階に大きな変形が生 じた

とい う結果に 当て はまり, 上記 で示した判別条件が妥当である こ とをが わかる ｡

また
, 縦軸に C l , C 2 を用 い て , 判別条件を表すと図 4 .1 2(b) の ように な る｡ C l , C 2 が C g より大きくな

る場合に は, 1 , 2 階に 変形は生 じな い こ とに なる｡ 領域名は図 4 .12( a) と対応 して い る ｡

( a) 座標軸を C g
- C l , C g

- C 2 と した場合

2( 椚1 + 椚2)

( b) 座標軸を C l , C 2 とした場合

図 4 . 12 : 1
,
2 階 に変形が生 じる条件
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4 . 4 .5 2 階の せん断力係数と最大応答変位

本節で は, ベ ー ス シ ア係数 C l が 0 .2
,
0 . 3 となる ように 1 階の 強度を定め, 2 階の せん断力係数の みを

変化させ, 2 階のせ ん断力係数と各階の 最大応答変位の 関係 を検討する｡

図 4 .13( a) , 4 .13(b) に べ
ー ス シ ア係数 0 .2 の 弾塑性 ･ 完全剛塑性モ デル の結果 を示す｡ 図 4 .1 3( c) は, 図

4 .1 2( b) の判別条件 を 9 0 度回転 して , 反転させ , 図 4 .13( a) , 4 .13(b) の 横軸に 対応させ たも の で ある ｡ こ

の パ ル ス 波で は C
g
= 5 ･
1 2 /9 ･8 = 0 ･5 2 で あり, モ デル は C l = 0 .2 , C 2 = 0

～ 0 .5 で あるた め, 図 4 .13( C) 中

の破線が図 4 .1 3( a) , 4 .1 3(b) の 横軸に対応する ｡ 図 4 .1 3( C) の 記号 は直線 O A , O B , O C との 交点であり, 図

4
.13(b) の 記号に対応して い る ｡

図 4 ･1 3(b) , 4 ･1 3( c) を比較する と, βE 領域で は 2 階の 変形がゼ ロ , β王領域 で は 1 階の 変形が卓越し,

巧 領域で は 2 階の変形が卓越 して おり, 判別条件の正し い こ とがわか る｡ 図 4 .13( a) は図4 .13(b) と類似

して おり, 弾塑性モ デル にも判別条件が適用で きると い える ｡

次 に , ベ ー ス シ ア係数 0 .3 の 場合に つ い て 図 4 . 1 4 に示す｡ こ こで も図 4 . 14( c) の判別条件と図 4 .1 4(b)

の 剛塑性応答は完全に 一 致 した ｡ 図4 . 1 4( a) , 4 .1 4( b) を比較する と, 2 階の変形に 関して 若干の 相違が見ら

れる ｡ 特 に, せ ん断力係数 0 .2 付近で は剛塑性モ デル の応答が完全弾塑性モ デル の 2 倍近く になる ｡ これ

は図 4 .6 で見られた揺り戻し現象に よる｡ しかし, 1 階と 2 階の 最大変形量が入れ替わる点に 関して は図

4 .1 4( C) の判別条件 とよく
一

致した｡

4 . 4 .6 ベ ー ス シア 係数と最大応答変位

上層型強度分布をもつ モ デル の パ ル ス 波に 対する ベ ー ス シ ア係数 と最大応答変位の 関係 を図 4 .15 に 示

す｡ 完全弾塑性モ デル , 剛塑性モ デル とも, ベ
ー ス シ ア係数 にかか わらず, 1 階の変形が卓越 した｡ これ

は図 4 .15( C) の判別条件と
一

致する ｡

下層型強度分布をもつ モ デルの 応答を図4 .16 に 示す｡ こ の ケ ー ス で も, 1 階の変形が卓越する条件に 関

する判別条件 は有効で あっ た ｡

4 .4 . 7 ベ ー ス シ ア係数と最大応答変位 ( 質量比の異なる場合)

図 4 .12(b) に示す判別条件は質量比によ っ て も異なる｡ よ っ て , 質量比が異な る場合に おける応答と判

別条件 に つ い て 比較 を行う｡ 1 階と 2 階の質量比を 1 :2 お よび 2 :1 とした場合の パ ルス 波 に対する応答

から ベ ー ス シ ア 係数と最大応答変位の 関係を求める ｡ 2 階のせ ん断力係数は 0 .2 に 固定し, ベ
ー ス シ ア係

数の み変化 させ た場合の 関係 に つ い て 図 4 .1 7 , 4 .18 に示す｡ 図 4 .
1 7( c) , 4 .18( C) は解析範囲と判別条件を

表す｡

図4 . 1 7(b) , 4 .18(b) より, 質量比を変化させ た場合にも剛塑性モ デル の応答 は, 判別条件 と
一

致する｡ ま

た, 完全弾塑性モ デル の応答に つ い て もおおよそ 一

致して おり, 判別条件 によ っ て , 応答の判別が可能で

あると い える ｡
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4 .5 実地震動に対する応答

4 5 .1 ベ
ー

ス シア 係数と最大応答変位 (上層型強度分布モ デル)

実地震動に対して も解析を行 い , 前節ま で の結論が成り立 つ の か否か検討した ｡ 上層型強度分布をもつ

剛塑性お よび完全弾塑性モ デル に つ い て P E E R 波の兵庫県南部地震に お ける宝塚波 ( m z o oo) および鷹

取波 (T A K OO O) に対する解析結果か ら求めた ベ ー ス シ ア係数と最大応答変位の 関係を図 4 .1 9
,
4 .2 0 に示

す｡ 宝塚波, 鷹取波の最大地動加速度は 6 .8 m / s
2
, 5 .9 9 m / s

2
である ｡ 図 4 .1 9( C) , 4 . 2 0( C) は両地震波の 解

析範囲を表す｡

剛塑性モ デル の 応答の 両波 ( 図 4 . 1 9( a) , 4 .
2 0( a)) で , 図 4 .15 の パ ル ス 波に 対する応答結果と同様 に,

ベ ー ス シ ア係数 にかか わ らず 1 階の 変形が卓越した ｡ 上層型強度分布で は 2 階のせ ん断力係数が ベ ー ス

シ ア係数を上 回るか ら である ｡ ま た, 完全弾塑性モ デル の 応答 ( 図 4 . 19(b) , 4 .2 0(b)) に つ い て 両波 とも

ベ ー ス シ ア係数にかか わらず, 1 階の 変形が卓越し, 剛塑性モ デル の 結果と同様 である とい える｡ すなわ

ち, 完全弾塑性モ デル でも, 2 階の せ ん断力係数が ベ
ー

ス シ ア係数を上回る場合 に は, 1 階にの み変形が

生じる と いう結論が成り立 つ ｡ ただ し, 剛塑性モ デル の 応答 (図 4 . 19( a) , 4 .
2 0( a)) と比較すると, 完全弾

塑性モ デル (図 4 .1 9(b) , 4 .20(b)) で は 2 階にも変形が生 じて い る点が異なる ｡ 特に, ベ
ー ス シ ア係数が小

さ い 場合に お い で 2 階に 変形が生 じる ｡

次 に, す べ て の P E E R 波に 対する応答から, ベ ー ス シ ア係数 0 . 2
,
0 .3 の場合に お ける 2 階の層間変位に

対する 1 階の 層間変位の 比率とその頻度の 関係を剛塑性および完全弾塑性モ デル に つ い て 図 4 .2 1 , 4 .2 2 に

示す｡ 横軸 は対数で比率を, 縦軸 はその頻度 を表す｡ た だし,
.
こ の 比が 0 になる場合は 0 .01 に分類した｡

剛塑性モ デル ( 図 4 .2 1) に お い て , ほぼ全て の 地震動に お い て , そ の比率が 0 .1 未満となり, 1 階の 変

形が卓越 して おり, 剛塑性モ デル に お い て , 一 般 の地震動で も, 2 階の せ ん断力係数が ベ ー ス シ ア係数を

上回る場合に は 1 階に の み変形が生 じる こ とが わか っ た｡ また, 完全弾塑性辛デル ( 図 4 .2 2) の 場合に つ

V 】て も, 図 4 .2 2( a) , 4 .22(b) とも に すべ て の 地震動で 1 階の変形が卓越した｡ 2 階の 変形は 1 階の 1/ 10 前

後 と小さ い値 であ っ た ｡
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4 .5 . 2 ベ ー ス シ ア係数と最大応答変位 (下層型強度分布モ デル)

下層塾強度分布をもつ 剛塑性お よび完全弾塑性モ デル に 関して , 宝塚波お よび鷹取波の 応答解析結果か

ら求めた, ベ
ー ス シ ア係数 と最大応答変位の 関係を図4 .23 , 4 . 2 4 に示す｡

剛塑性モ デル に つ い て , い ずれ の波 で もベ
ー ス シ ア係数 0 .

2 以下で 1 階の 変形が卓越 した ｡ 4 .4 節 で

用 い た αg に最大地動加速度 を適用する と･ 1 階の 変形が 卓越する条件 は宝塚波, 鷹取波
で C l < 0 ･3 5

,

C l < 0 .3 0 となり, 図 4 .2 3( a) , 4 .2 4( a) の 結果 とは
一 致 しな い ｡ こ の原因は, 実際の 地震動が最大地動加速

度よりも小さな振幅の波 を多く含むた めで ある と考えられ る｡ すな わち, 図 4 .12(b) の判別条件の 巧 領

域に属するような波が 多心】た め, 結果として 2 階の 変形が卓越したた め と思われ る｡

完全弾塑性モ デル の応答 ( 図 4 .23(b) , 4 .2 4(b)) で は, 剛塑性モ デル (図 4 . 23( a) , 4 .2 4( a)) と は 若干異な

る応答性状を示して い るが, ベ
ー ス シ ア 係数が小さ い 場合に 1 階の 変形 が卓越するの は, 同様 である｡ 1

階の変形が卓越する ときの ベ
ー ス シ ア係数は, 図 4 .2 3( a) で は 0 . 2 であ っ たの に対して , 図 4 .23(b) で 0 ･ 25

程度で あ っ た ｡ また, 図 4 . 24(b) で は 0 . 2 で あ っ たの に 対して 図 4 .2 4( b) で は 0 .1 5 とな っ た ｡ しか しなが

ら, 大局的に は剛塑性モ デル と完全弾塑性モ デル の応答は類似 して い る と言える｡

前節 と同様に
,
す べ て の P E E R 波 に つ い て 2 階に対する 1 階の 応答変形の比率とその 頻度の 関係を図

4 .25
.

に示す｡

ベ ー ス シ ア係数 0 .2 の 場合, 2 階と 1 階の 変形の 比率は 1 か ら 3 程度の 範囲に集中して い る｡ ベ
ー ス シ

ア係数が 0 .3 に なると, 比率はず っ と大きくなる ｡ 比率が 1 を下回るケ
ー ス (1 階の 変形が卓越するケ

ー

ス) はほ とん どなくなる｡ こ の傾 向は図 4 .21 , 4 .2 2 と同様 である｡

完全弾塑性モ デルの 応答 ( 図 4 .2 6) に つ い て も, ほ とん どの 地震動 で, 1 階が 2 階と同様に変形 して お

り, 1 階が卓越する地震動もある ｡ ベ
ー ス シ ア 係数 0 .3 に なる と, ほ とん どの地震動で 2 階の 変形が卓越

する｡ こ の 点でも剛塑性モ デル と完全弾塑性モ デル の応答は類似した ｡
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4 .6 まとめ

剛塑性およ び完全弾塑性の復元力特性を持ち, 固有周期が 0 .2 秒以 下の 層降伏型 2 層鋼構造建物が 図

4 .3 の ようなパ ル ス状の 地震動を受ける場合の応答に つ い て次の 結論を得た｡

1 . 2 階の せ ん断力係数が ベ
ー ス シ ア係数 を上 回る場合, 塑性変形は 1 階に の み生じる ｡ これは, 1 階

と 2 階の質量が異なる場合に も当て はまる｡ ( 図 4 ･1 2(b) の領域 壁)

2 . 2 階 の せ ん断力係数が ベ ー ス シ ア係数を下回る場合, 塑性変形 は 2 階に も生 じる ｡
どの 階で応答

が卓越するか は, 1 , 2 階の せ ん断力係数と地動加速度の 大きさお よび質量比に よ っ て決ま る｡ 図

4 ･1 2(b) の領域 β已で は 1 階の変形が卓越し, 領域 巧, 功 で は 2 階の 変形が卓越する ｡

上記の結論は, 2 層鋼構造建物が
一 般的な地動を受ける場合に対して もほぼあて はまる ｡ ただし,

一 般 の

地震動で は, 加速度の振幅が刻々変化するの で , 最大地動加速度で領域 壁 と判定ざれる場合 でも, 2 階

の応答が卓越する場合が多 い ｡ また , 本章 で示した建物の崩壊条件を, 鋼構造以外の 建物や, 2 層以上 の

建物に適用で きれば, より多くの建物の 応答が把握で きると考 えられ る｡
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強震を受ける剛滑り支承戸建て免震建物

の応答

5 .1 はじめに

兵庫県南部地震以後, 免震構造物 へ の 需要が高ま っ て きて おり, 免震工法の適用が増大して い る｡ 免震

工法に は基礎 に免震層 を設けた基礎免震構造 と建物の 中間階に免震層を設置した中間層免震構造があり,

中高層建物に対して多く採用ざれるな ど, 既存建物の 耐震改修で免震レ トロ フィ ッ トとして 適用する事例

も増 えて きて い る｡ 建築基準法の 改正
1 0) に より, 近年で は戸建て 免震住宅の 需要も増え つ つ ある｡

免震構造 に関する研究 はこ れま で数多くある ｡ 秋山
1 4
,
1 6

,
89) は基礎免震構造を上部構造 を剛体とした 1

質点振動系とみ なし, 免震層に損傷が集中する ことから, エ ネル ギ
ー

の 釣り合 い に よ っ て建物の 最大応答

値を類推する包絡的解析法を提案して い る｡ 村上 ら9
5) は中間層免震構造を 2 質点系に縮約 して応答予測

を行う方法を提案して い る ｡ こ の ように , 免震建物を簡易なモ デル に 置き換えて , そ の 応答を評価する手

法は, 簡便 に応答を予測 でき るた め, 基本設計に用 い る際に は有効で ある とされる ｡ しか しながら, 基礎

免震建物に適用する際に , 上部構造を十分な重量をもつ 剛体 として扱う こ とが基本 にある ことや, 上部構

造の 固有周期 と免震周期の 比によ っ て , 十分な予測がで きな い 場合がある
15)
｡

近年で は, 戸建て 住宅の 免震化が進み, 免震装置に は滑り支承型の免震装置が用 い られ るように な っ て

きて おり
9 6- 1 1 4)

, 滑り支承免震建物の 性能評価が必要とされて い る｡ しか しながら, 滑り支承 は摩擦力が

剛塑性型の復元力特性を呈するた め, そ の非線型特性が地震応答解析を難解に し, 数値解析精度を損なう

原因に なっ て い る1 15 , 1 1 6) な ど, 滑り支承免震建物の性能評価 を正確に行うこ とは容易 で はな い ｡ これま で

に滑り支承免震建物の 性能評価 をより正確に行 える精度の高 い 応答解析法が提案さ れて きて い る｡ 応答解

析法として 半解析的方法
1 17

,
1 1 8) と履歴型復元力近似法

1 1 9) が多用されて い るが, これ らの手法は精度よく

安定した数値解が得られる解析手法 としてしチる こ とか ら, 複雑
1 2 0) で , 適用が容易 で はな い とい う問題が

ある ｡
一 方 で , 簡易応答予測法として , 花井ら

1 2 1 , 12 2) は
, 地震応答解析を行い , 建物の地盤特性と建物の

構造から限界耐力計算法を用 い る手法を提案して い る ｡ しか しながら同様に , 限界耐力計算法は設計者に

負担が大きい な ど, 簡便で ある とは言い 難い 部分もあり, 剛滑り支承 を有する戸建て 免震住宅の 応答を簡

便 に評価する他の 手法 は見当たらな い ｡

剛滑り支承の復元力特性は, 初期剛性 を持たず, 降伏後の 剛性の み存在する こ とか ら, 降伏後の 剛性が
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小さくなる場合に は剛塑性型の 復元力特性に近 い応答 を示すと考 えられる ｡ 4 章 で提案を行 っ た剛塑性理

論に基づく応答予測手法
13 0) を拡張する こ とで適用で きる可能性がある ｡ 提案手法を拡張した応答予測法

に よ っ て , 免震建物の 応答評価を行う こ とがで きれば ,
応答解析を行う こ となく , 計算が難解な剛滑り支

承型免震装置をもつ 戸建て免震住宅の 応答を把握で きるため, 設計時に 有効で ある と考える｡

そこ で本章 で は, 4 章で 示した剛塑性理論に基づく建物の 応答評価方法か ら, 建物の 強度と質量に よ っ

て , 戸建て 免震住宅の 応答を予測する手法の提案を行う ｡

5 .2 解析モ デル

本研究で は, 基礎免震を施した 2 階建て 戸建て住宅を想定し, 3 質点系の せん断質点系モ デル に縮訳す

る｡ 具体的に は以下の条件 とする｡

● 免震層と 1 階, 2 階の 質量は 2 0 t とする ｡

● 1
,
2 階 の復元力特性 は完全弾塑性型 ( 図 5 .1( a)) と剛塑性型 ( 図 5 .1(b)) とし, ベ

ー ス シ ア係数は

0 .2 , 2 階の 層せ ん断力係数は 0 .2 および 0 .3 とする (
一 部の モ デル で ベ ー ス シ ア係数に 0 .3 および

0 .
4
,
2 階の層せん断力係数 0 .45 および 0 .6 も用 い る) ｡ 初期剛性は 1 , 2 階で 同様とした ｡

● 免震部材の復元力特性は, 文献
1 2 2) と同様の すべ り支承 に線形復元力を組み合わせ た バ イ リ ニ ア型

( 図5 .1( C)) とする ｡ す べ り支承の強度と線形復元力の 剛性 はパ ラメ
ー

タとする｡

表5 .1 に モ デル の 詳細 を示す｡ 免震層お よび上部構造の 粘性減衰は考慮せず 0 % とする ｡ 上 部構造の モ

デル の名称は上部構造の 2 階の強度に 準ずるもの とし, 2 階の せ ん断力係数 C 2 が 0 . 2 の モ デル は等分布,

0 . 3 となるモ デル は逆三角形分布 とする ｡

5 .3 入力地震動

入力地震動に は 4 .3 節 と同様の パ ル ス 的な波形 を持 つ 単純波
1 28) ( 以下, パ ル ス 波 とする) と実地震

動を用 い た ｡ 実地震動は P E E R S t r o n g M o ti o n D at ab a s e
1 2 9) の 最大加速度が 8 m / S

2
以上か つ最大速度が

80 c m / s 以上 である 1 6 波 を用 い た ( 以下, P E E R 波とする) ｡ 表 5 .2 にその名称 を示す｡ 図 5 .3 に減衰 5

% に おける実地震動 15 波の加速度応答ス ペ クトル を示す｡ 図中の 白丸は中央値を表す｡ また, 図5 .4 に

P E E R 波の 有効継贋時間と加速度応答か ら求めた卓越周期の 関係 を示す｡ 図 5 .4 より, P E E R 波 15 波 は

有効継続時問, 卓越周期とも様々 である こ とがわか る｡ なお, 地震波の有効継続時間に つ い ても 4 .3 節 と

同様に パ ワ ー ス ペ ク トルJ宛dr が全パ ワ
ー

ス ペ クト ルの 1 0 % ～ 9 0 % となる時間とした ｡



5 .3 入力地震動 `9

( a) 上部構造

q

田

(b) 剛塑性

図 5 .1 : 復元力特性

表5 .1 : モ デル詳細

( c) 免震部材

l
l
l 等分布

l
t

l

巨イリニ ア
l

: 完全弾塑性
l
l o .2

】

巨2
2 秒 l

0 ･2 8 秒旨
3 秒

4 秒

( X )

剛塑性 剛塑性 0 .2 0 .2 0 0 0 秒

】
ト
】逆三角形

】
l

l

巨イリ ニ ア
l
恒弾塑性
】
! 0 ･2
l
【0 ･3
l

2 秒

0 ･25 秒!
l

3 秒

4 秒

0 0

剛塑性 剛塑性 0 .2 0 .3 四 0 秒

表 5 .
2 : P E E R 波 の詳細

C ap e M e n d o ci n o , 92/0 4/2 5 8 90 0 5 C a p e M e n d o cin o C P M O O O 14 .6 7 1 .2 7

l

巨山一 C bi
,
肋

, 卿 9′2 0

l c H Y O 8 0
C H Y O 8 0 - N 7 .1 0 0 .4 9

C ⅢY O 8 0 - W 8 .8 4 1 JO 2

T C U O 65 T C U O 6 5 - N 5 .9 1 0 .7 9

T C U O 8 4 T C U O 84 - W 1 1 .3 4 0 .6 9

K o b e
,
9 5/0 1/1 6 O K J M A E J M O O O 8 .0 5 0 .8 1

M o rg a n H ill , 8 4/04/2 4 5 7 2 1 7 C o y ot e L ak e D a m C Y C 28 5 1 2 .7 2 0 .8 1

l

: N o 血 d g e , 9 y O l/1 7

l

L2 4 5 1 4 S yl m a r S Y L 3 6 0 8 .2 6 1 .3 0

2 4 20 7 P a c oi m a D am p u L 1 9 4 1 2 .5 9 1 .0 4

O P ard e e R A R 十L 6 .4 4 0 .7 5

77 Ri n aldi R e c el V ln g St a R R S 2 2 8 8 .2 1 1
.6 6

7 4 S yl m ar
S C S 1 4 2 8 .7 9 0 .4 7

S C E O 1 8 8 .1 1 1 .1 8

S a n F e rn a n d o
,
7 1/0 2/0 9 27 9 P a c oi m a D a m P C D 1 6 4 1 1 .0 0 0 .1 1

l
Ⅲ as

,
k a n

,
7 8 仰 1 6

l
9 1 0 1 Ⅲ a s

T A B - L N 8 .1 9 0 .9 8

T A 月 - T R 8 .3 5 1 .2 1



第 5 章 強震を受ける剛滑り支承戸建て免震建物の応答

0
ノ

`
U

3

0

3

(

㌔

亘
眉
-

宗
一

3
く

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (s)

( a) 加速度

(

s

､

旦
き
-

0

0
1

ひ

A

0

0

0

(

㌔

亘
眉
l

宗
-

｡

｡

｡

く

0 0 .2 0 . 4 0 . 6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (S)

(b) 速度

(

己
)

-

忌
日
O
0

月
d
s

石

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (S)

( C) 変位

図 5 .2 : パ ル ス 波の時刻歴

(

s
)

d
O
巾
l

已
n

凸

2 0

1 5

◎ ｡官
P
｡

0

0 1 2 3 4 5
_

0 0 . 2 0 .4 0 .6 0 . 8 1 1 .2

P e ri o d ( S) P e ri o d ( s)

図5 .3 : P E E R 波の 加速度応答ス ペ ク トル (ゐ = 5 % ) 図 5 .4 : P E E R 波 の 有効継続時間と卓越周期の 関係



5 .4 パ ル ス 波に対する応答 71

5 .4 パ ル ス 波に対する応答

5 .4 .1 免震建物の時刻歴応答

上部構造 に完全弾塑性型復元力特性 をも つ 等分布モ デル に つ い て , 免震層のせ ん 断力係数 C o = 0 .05 ,

C o = 0 .1
,
C o = 0 .15 となる ときの パ ルス 波に 対する時刻歴応答を免震周期毎 に図 5 .5

,
5 .6

,
5 .7 に示す｡ 図

中の 線種の 違 い は層の 違 い を表し, 実線, 破線,
一

点鎖線が それ ぞれ免震層, 上部構造 1 階, 上部構造

2 階の 変形を表す｡ 免震層のせ ん断力係数 C o が 0 .05 と小さ い 場合 ( 図 5 .5) に は, 免震周期に かかわ ら

ず, 免震層の みが大きく変形する｡ こ の 結果は, 免震層の せん断力係数が上部構造よりも充分小さく, 免

震層に 変形が集中するた めであり, 妥当で ある と い える ｡ また, 免震層の せ ん断力係数 C o が 0 .1 の 場合

(図 5 .6) にも,
C o = 0 . 0 5 の 場合と同様 に ,

免震層の みが変形する ｡
い ずれの 免震周期に お い て も,一免震

層の みが変形 し, 免震建物として 成立 して い る と い える｡ ただ し, せ ん断力係数 C o が 0 .15 となる場合

(図 5 . 7) に お い て , 免震周期が短 い場合 ( 図5 .7( a) , 5 .7( b)) に は, 上部構造 にも変形がみられ , 免震建物

として成立 して い るとは言い 難い ｡

5 . 4 .2 剛塑 性モ デル の時刻歴応答

剛塑性モ デルの 時刻歴応答 を図 5 .8 に示す｡ 線種の違 い は層の 違 い を表す｡

図より,
い ずれの免震周期の場合に お い て も, 免震層に の み変形が生 じて い る ｡ 図 5 .5 , 5 .6 の応答 と比

較する
●

と, 免震周期が 2 秒以上の 応答 とよく似て おり, 免震建物の 応答が おおよ そ似て い る こ とが分か

る ｡ これは, 免震周期が大きく なり, 免震剛性の 影響が小さくな っ た こ とによ ると い える ｡



72 第 5 章 強震を受ける剛滑り支承戸建て 免震建物の 応答

(

己
)

雲
←

凸

(

己
)

雲
h

q

(

己
)

雲
h

q

(

己
)

雲
J

Q

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e ( S)

( a) 乃 = 2 秒

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e ( S)

(b) 乃 = 3 秒

0 0 .
2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 . 4 1 .6

Ti m e ( S)

( c) 乃 = 4 秒

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1
.6

T i m e (S)

(d) 7ち = ∞

(

己
)

雲
ト

ロ

(

己
)

雲
J

口

(

己
)

雲
h

白

(

∈
)

雲
h

口

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e ( S)

( a) 乃 = 2 秒

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T 血e ( S)

( b) 乃 = 3 秒

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (S)

( C) 乃 = 4 秒

0 0 .
2 0 .4 0 . 6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (s)

( d) r 2 = ∞

図 5 . 5 : パ ル ス 波に 対する時刻歴応答 (等分布, C o = 図 5 .6 : パ ル ス波に 対する時刻歴応答 ( 等分布, C ｡ =



5 .
4 パ ル ス 波に対する応答 7 3

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 . 4 1 .6

T i m e (S)

( a) 乃 = 2 秒

0 0 . 2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (S)

( C) 乃 = 4 秒

(

2
)

雲
ト

ロ

0 .0 5

0

- 0 . 05

-0 . 1

- 0 . 1 5

-0 .2

1 0 .2 5

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e ( S)

(b) 乃 = 3 秒

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 . 4 1 .6

T i m e ( S)

( d) 7ち = ∞

図5 .7 : パ ル ス波 に対する時刻歴応答 (等分布, C o = 0 .15)

(

己
)

雲
ト

ロ

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 . 8 1 1 .2 1 .4 1 .6 0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 .2 1 .4 1 .6

T i m e (s)

( a) C o = 0 .05

0 .0 5

0

(

∈
)

雲
】

凸

Ti m e (S)

(b) C o = 0 .1

0 0 .2 0 .4 0 .6 0 .8 1 1 . 2 1 .4 1 .6

T i m e ( S)

( C) C o = 0 .1 5



7 4 第 5 章 強震を受ける剛滑り支承戸建て 免震建物の応答

5 .5 基礎に免震層をも つ 2 層剛塑性建物に変形が生じる条件

剛塑性建物の各階が同方向の層間加速度をもつ と仮定する と, 運動方程式より各階の 層間加速度は次の

よう になる ｡

l α1I ( ∽ 1 + ∽ 2 + 椚 3)

g 〝7 1

わ21 ( ∽1 + 椚 2 +

g ′托1

桓31 ( ∽2 + ∽ 3)

( C g
- C l) -

∽ 3)

( ∽2 + 椚 3)

〝7 1

( C g
- C l) 十

( C 2
- C 3)

( C g
- C 2)

( ∽ 2 + ∽ 3)

〝11

( C g
- C 2) +
( ∽2 + 椚 3)

J712

( C g
- C 2 卜芸( C g

- C 3) (5 ･ 2)

(5 .3)
g J乃2

こ こ に , 叫 : 免震層の層間加速度, 吼: よ階の 層間加速度, g : 重力加速度, ∽ 0: 基礎の重量, 椚∫: 王階の 重量,

C
g
: 地動加速度 αg/g , G : 免震層のせ ん断力係数, C ∫‥∫階のせ ん断力係数

こ れらの 式から免震建物の変形条件を求める と次の ようになる｡

( a) d o = α1 = α2 = 0 となる必要十分条件 ( どの層も変形しな い)

C o > C g か つ C l ≧ C g か つ C 2 ≧ C g

(b) α0 ≠ 0 , α1 = 0 , α2 = 0 となる必要十分条件 ( 免震層の み変形する)

C o < C g か
つ C o ≦ C l か つ C l ≦ C 2

( c) α0 = 0 , α1 ≠ 0 , α2 = 0 となる必要十分条件 (1 階の み変形する)

生_二色 , ( 叶 2)

G
- C o

=

( 椚 Ⅰ + ∽2)
か つ C o ≧ C g

か つ C l ≦ C 2

(d) α0 ≠ 0 , α1 ≠0 , α2 = 0 となる必要十分条件 (免震層と 1 階が変形する)

C
g

- C l
_
( 椚 0 + ∽ 1 + 椚 2)
<

G - C o ( m l + ∽ 2)

( e) α2 ≠ 0 となる必要条件 (2 階が変形する)

か つ C o ≧ C g か
つ C l ≦ C 2

C l > C 2

(5 .4)

(5 .5)

(5 .6)

(5 . 7)

(5 .8)

ただ し, 本章で用 い た等分布や逆三角形分布に近 い 強度分布となる
一 般の建物にお い て , 式(5 .8) とな

る条件は現実的で はな い ことや, 4 章 で示したよう に, 2 層建物に お い て , 1 階のせ ん断力係数が 2 階よ

りも大きくなる場合に お い て も, 1 階に変形が生じる こ とか らなどから, 本章で は α2 = 0 として 免震条件

を示す｡ こ こで , 縦軸, 横軸をそれぞれ (C g
- C l) , ( C g

- C o) とし, C l ≧ C 2 となる場合に おける判別条

件を図 5 .9( a) に示す｡ 式5 .5 に より線分 O A が, 式 5 .6 に より線分 O B が求まる ｡ よ っ て , 線分 O A より

下の領域 で は免震層の相対加速度がゼ ロ に なり, 線分 O B より上 の領域で は 1 階の相対加速度がゼ ロ に な

る｡ また, 領域 A O B で は免震層と, 1 階の 両方が変形し, 式 5 .4 に 当て はまる第 3 象限で は どちらも変

形しな い ｡
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次 に, 縦軸に C l , 横軸に C o を用 い て 判別条件を表す と, 図 5 .9( b) の ように な る｡ こ こ で は次の ように

分類 で きる ｡

● 免震層の み変形が生 じる領域 : 図 5 .9(b) の O A より左側

● 1 階の み変形が生 じる領域 : 図 5 .9(b) の O B よ▼り右側

● 免震層, 1 階とも変形が生 じる領域 : 図5 .9(b) の A O B

本条件 により,
■剛塑性型の復元力特性を持 つ 建物の各階の変形は各階の せん断力係数と地動加速度および

各階の質量の 関係の みによ っ て 求まる こ とがわか る｡ 次節 でその 有効性 につ い て検討を行う｡

Sl o p e of li n e O B
椚
0
+ 椚
l
+ 椚
2

( a) 座標軸 を( C g
- C o) ,( C g

- C l) とした場合

B ot h U p p e r St r u ct u r e a nd
m
o
+ n q + m 2

1 s ol ati o n S y st e m D ef b r m

( b) 座標軸を C o , C l とした場合

図 5 .9 : 免震建物の 変形条件 ( C l ≦ C 2 の 場合)
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5 .6 免震層のせん断力係数と最大応答変位の関係

5 . 6 .1 剛塑性モ デル の応答

パ ルス 波 に対する応答か ら求めた, 剛塑性モ デル の 免震層のせ ん 断力係数 と最大応答変位 との 関係 を

図 5 .1 0 に示す｡ 図中の線種の 違 い は層の 違 い を表す｡ 1 , 2 階 のせ ん 断力係数を 0 .2 に 固定し, 免震層の

せ ん断力係数 C o を 0 から 0 .6 ま で設定した ｡ 図 5 .
1 0(b) は図 5 .9(b) の判別条件を示して お り, 図中の 太

破線は解析範囲を表す｡ すなわち, こ の パ ル ス 波で は C g = 5 ･ 1 2/ 9 ･8 = 0 ･5 2 で あり, モ デル は C o = 0 ･2
,

C l = 0
～ 0 .6 で あるた め, 図 5 .1 0(b) 中の 太破線が図 5 .1 0( a) の 横軸と対応する｡ また図 5 . 1 0(b) 中の 記号

A , B は解析範囲と判別条件 との 交点を示して おり, 図 5 .1 0( a) の 縦破線に対応する ｡

図 5 . 10( a) より, 免震層の せん断力係数 C o = 0 . 2 で 1 階に変形が生 じ始める｡ これは, 1 階のせ ん断力

係数が 0 . 2 で ある こ とに起因して おり, 免震層の 強度が 1 階の 強度より大きくな っ たた めであると考 えら

れる ｡ 1 階に変形が生 じる始める時の せん 断力係数は図 5 .9( b) の 判別条件が示す解析範囲と線分が交わる

点 A と 一

致する｡ また, 図5 . 10( a) で は, C o = 0 .3 1 以上 で免震層に変形が生じなくなり, 1 階にの み変形

が生 じる ｡ こ の結果に つ い て も, 図中の交点 B から求まる判別条件と
一

致して い る ｡ 2 階のせ ん断力係数

が 0 .3 となる逆三角形分布の結果に つ い て も図 5 . 10 と同様, 判別条件 ( 図5 .10(b)) と
一 致した ｡

以上の 結果に より, 剛塑性モ デル の応答に対する半帽U 条件は妥当であり, 強度 と質量比に よ っ て, 建物

が変形する条件を判別 で きる と い える ｡

A B

(

己
)

雲
ト

ロ

百
事

眉
実
害

0 0 .1 0 .2 0 .3 0 .4 0 .5 0 .6

I s ol ati o n St or y
'

s S h e a r C o e fB cie n t

( a) せ ん断力係数と最大応答変位

図 5 .
1 0 : 免震層の せん断力係数 と最大応答変位 (等分布, 剛塑性)
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5 . 6 . 2 免震建物の応答

上部構造に 完全弾塑性型の復元力特性をもつ 免震建物の パ ル ス 波に対する応答か ら求めた, 免震層のせ

ん断力係数 と最大応答変位の 関係を図5 .1 1 に示す｡ 図中の線種 の違 い は層の 違 い を表す｡ 図 5 .1 1 の条件

は上部構造 1 , 2 階の せ ん断力係数を 0 .2 に 固定し, 免震層の せ ん断力係数 を 0 ～ 0 .6 ま で設定して お り,

判別条件は図 5 .1 0( b) の条件 と同様 となる｡ 免震周期毎に各図を示す ｡

い ずれの 免震周期の 場合に お い て も, 免震層のせ ん断力係数 C o がおお よそ 0 .3 以 上 に なる と免震層は

変形しなくなる ｡ こ の 結果は剛塑性モ デルの 結果 ( 図5 .1 0) と 一 致する｡ また, 判別条件 (図 5 .1 0( b)) と

も 一

致し, 交点 B は免震層が変形する条件 と交わ る ｡ また , 免震層の せん断力係数 C o が 0 .1 5 以下の場

合に, 免震層の変形が 1 階よりも大きくなり, 免震層の変形が卓越し, 剛塑性モ デル および判別条件の値

(C o = 0 .2) よりも若干小さく なる｡ 免震周期 乃
`

= 2 ( 図5 .1 1( a)) と 乃 = ∞ (図 5 ･1 1( d)) の 差が顕著なこ

とか ら, こ の原因は, 免震剛性の影響によるもの で ある と考えられ る｡

また , 本モ デル で は, 2 階にも大きな変形が生じて おり, 2 階に変形が生じて い ない 剛塑性モ デル の応答
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( 図5 .10) とは異なる結果とな っ た ｡ 2 階の みが変形する条件は式 5 .8 が成り立 つ ことで あるが, C l = C 2

となる本モ デル とは
一

致して なか っ た ｡ こ の原因は, 上部構造の弾性剛性の 影響であると考 えられる ｡ し

か しなが ら, 1 階と 2 階のせ ん断力係数を同値にする ことはあまり現実的で はな い た め, 本結果に つ い て

詳しくは言及しな い ｡

次に , 2 階の せ ん 断力係数 C 2 を 0 .3 と した と きの 免震層の せ ん断力係数 と最大応答変位の 関係 を

図 5 .12 に 示す｡ 免震層 と 1 階の 変形 は い ずれ の 免震周期の 場合 に お い て も, 等分布モ デル の 応答 ( 図

5 .1 1) とはぼ同様の応答性状を示し, 免震層の変形がゼ ロ に なるときの 免震層の せ ん断力係数は判別条件

( 図 5 .1 0( b)) と完全に
一

致する ｡ また, 1 階に変形が生じ始める ときの免震層の せん断力係数も等分布モ

デル と同様 に若干小さくなる ｡ また , 2 階に は変形が生じて おらず, 等分布モ デル ( 図5 . 11) とは異なる｡

こ の結果は, 2 階のせ ん断力係数が大き い た めである ことに起因して い る ｡

以上 の結果から, 図 5 .9(b) の条件 は, 上部構造が完全弾塑性型の 復元力特性をもつ免震建物の 応答をお

お よそ判別で き, 条件か ら免震建物に お い て 1 階が変形するか否か を予測する こ とが可能で あると い え

る ｡ ただ し, 上部構造の 弾性変形の 影響に よ り, 免震層およ び 1 階が変形する条件は条件よりも小さく

なる ｡
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図5 ･1 2 : 免震層のせ ん断力係数と最大応答変位 (逆三角形分布, 弾塑性)
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5 . 6 .3 上部構造の固有周期の影響

上部構造の 固有周期が大きくな っ た場合, すなわち, 上部構造の 剛性が小さ い 場合と比較 し, 上部構造

の 固有周期が免震層の 応答に与える影響につ い て考察する ｡ 等分布お よび逆算角形分布モ デル の上部構造

の 剛性を 1 , 2 階それぞれ 1 0 倍した場合の 免震層のせ ん断力係数 と最大応答変位の 関係を図 5 .13 , 5 .14 に

示す｡ こ の ときの 上部構造の 固有周期はそれぞれ, 0 .7 1 秒お よび 0 .5 1 秒となる ｡

等分布モ デル の応答 (図 5 .13) を, 上 部構造の 固有周期が異なる場合 と比較する と, い ずれ の免震周期

の 場合で も, 上部構造の 固有周期が長くなる ことで その 応答も大きく異なる こ とがわか る｡ 特に , 2 階の

変形 は免震層のせ ん断力係数が小さい 場合 ( C o ≦ 0 .1) にも大きく変形して おり, 免震層を充分に機能ざ

せ るた めに は, 免震層の せん断力係数をか なり小さく ( C o ≦ 0 .05 程度) する必要がある ｡ 本モ デル の結

果に お い て も, 免震層が充分に機能するた めのせ ん断力係数が免震周期に よ っ て大 きく作用される こ とも

わかる ｡ 免震周期 乃 = 2 秒 ( 図5 .13( a)) で は免震層の せん 断力係数 C o = 0 .01 の場合に , 上 部構造 2 階

の変形が 1 階の 変形よりも大きくなる ｡ しか しなが ら, 免震周期 乃 = 4 秒 (図 5 .1 1(d)) に なると, 1 , 2
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階の 変形は ほぼ同様 に なり, 変形畳も小さくなる ｡ い ずれの 免震周期の 場合に お い て も, せ ん断力係数

C o が 0 .1 以上 に なると免震層の 変形と上部構造の 変形が等しくなり, 免震建物として成立 しなくなる ｡

判別条件 (図 5 .1 0( b)) との 比較で は, 免震層に変形が生 じなくなる際の免震層の せん断力係数は 0 .3 と

なり, ほぼ
一

致して お り, 判別条件に より免震層の変形範囲を判別で きて い る｡ しかしなが ら, 1 階に変

形が生 じる際のせ ん断力係数は , 判別条件よりもかなり小ざ い ｡ 上部構造の 剛性が小さ い ため, 変形が生

じて い る と考えられる ｡

また, 逆三角形分布モ デル ( 図 5 .1 4) も同様 に, 免震層に変形が生 じなくなる時の せん 断力係数は半摘U

条件( B) と
一 致するが, 1 階が変形し始める ときのせ ん断力係数は判別条件(A ) よりもd ､ さくなる ｡

以上の 結果に より, 上部構造の 固有周期が長い と, 上部構造の 強度分布に よ っ て は, 1 階の 変形を小さ

くし免震層を十分作用させるた めに は, かなり小さ なせ ん断力係数が必要となる ｡ その値 は, 上部構造の

固有周期が短 い モ デル ほ ど小さくなり, 上 部構造の 固有周期に 対して 比例的に 小さくなる傾向があるた

め, 免震層 を確実に作用させ るた めに は ,
上部構造の 影響も考え, 免震層の せ ん断力係数はか なり小さく

する必要がある ｡
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5 . 6 .4 入力地震動強さの影響

入力地震動の 強さが変化 した場合 に判別条件が有効か否か検討する ため, パ ル ス 波の 入力 を 2 倍に し

て 解析 を行 っ た ｡ 図 5 .15( a) に剛塑性モ デル , 図 5 ･15(b) , 5 ･15( C) に完全弾塑性モ デル の 応答 を示 し, 図

5 . 1 5(d) に判別条件を示す｡ 入力が 1 倍の場合の 判別条件 ( 図 5 .10(b)) と比較する と, 1 階の 強度が 同様

で
, 最大地動加速度が異なるため, 判別条件(B ) の みが 0 .4 8 となり異なる ｡

剛塑性モ デル の応答 (図 5 .1 5( a)) と判別条件 (図 5 .1 5(d) を比較する と, 入 力が 2 倍に な っ た こ とで , 免

震層のせ ん断力係数 C o = 0 .48 ま で免震層が変形するが, 1 階の変形 は地震の 強さに かか わらずほぼ同様

の応答性状となり, い ずれも判別条件 と
一

致する ｡ また, 地震動の 入力が 1 倍の 場合の応答 ( 図5 .10( a))

と比較すると, 変形の 最大値は大きくなるが , 2 階に変形が生じな い な ど, よく似た傾向を示した ｡

弾塑性モ デル の応答 ( 図5 . 15(b) , 図5 .1 5( C)) に つ い て も, はぼ同様の 傾向を示 して おり, 免震層に変形

が生じなくなるときの せん断力係数 は判別条件と
一

致し, 判別条件 (図 5 . 15(d)) に近 い値 を示した ｡

以上の 結果か ら, 免震層建物にお い て , 免震層の応答が地震動の 影響を受 け, 1 階に変形が生じる際の
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応答は, 免震層の せん断力係数 と 1 階の せ ん断力係数に 大きく依存すると い える ｡

5 .7 実地震動に対する応答

実地震動に対する応答が判別条件 と
一 致するか どうか検討するため, P E E R 波 に 対する免震層のせ ん断

力係数と最大応答変位の 関係を求めた ｡ P E E R 波の うち, 兵庫県南部地震の 神戸海洋気象台波(K J M O OO)

およ びノ ー ス リ ッ ジ地震の シ ル マ
一

波(S Y L 3 6 0) に つ い て 示す｡ ただし, C g に は地震動の 最大地 動加速

度を用 い た ｡ それぞれ の地震動の 最大地動加速度は 8 .05 m / s
2
,
8 .2 6 m / s

2
であるた め, 判別条件 による値

は同様 に なる｡ 判別条件に つ い て 図 5 . 1 6 に示す｡ また, 応答の結果に つ い て 図 5 . 1 7 , 図 5 . 1 8 , 図 5 .1 9
, 図

5 .2 0 に示す｡

図 5 .1 7( a) で は, 1 階の変形 は, パ ル ス 波 と同様に免震層のせ ん断力係数が ほぼ 0 . 1 以上 に なると生 じ

る｡ 剛塑性モ デルの応答 (図 5 ･ 17(b)) に つ い て もパ ル ス 波に 対する応答と同様に , 免震層のせ～断力係数

が 1 階の せん 断力係数 を上 回る と 1 階に 変形が生じる｡ こ の 結果 は判別条件 (図 5 .16) にほぼ当て はま

り, 1 階が変形する条件 は入力地震動で はなく, 免震層の 強度に依存する こ とを裏付けて い る｡ ただ し,

完全弾塑性モ デル では 1 階に変形が生じる際の 免震層のせ ん断力係数は, 判別条件よりも小さくなる ｡ 免

震層に変形が生 じなくなる時の免震層の せ ん断力係数は C g を最大値動加速度を用 い て算出した場合の判

別条件によ っ て , ほぼその 上 限を押さ えて おり, 免震層が作用する条件は最大地 動加速度を用い て半順U 条

件 を算出すれば よ い とい える ｡ 逆三角形分布の 場合 (図 5 .1 8) に つ い て も, 2 階の 変形が異なるの み で ,

等分布の 場合とほぼ同様 に判別条件と 一 敦する｡

図 5 .1 9 の シ ル マ
一 波 に 対する応答に つ い て も神戸海洋気象台波と同様 に, 1 階に変形が生 じ始める と

きの 免震層の せん断力係数は 0 .2 よりわずかに 小さ い ｡ 逆三角形分布の 場合 ( 図 5 .2 0) に つ い て も同様で

ある ｡

次に P E E R 波の 他の 地震動の 応答 に つ い て 検討を行う｡ 地震応答解析に か ら･免震層 のせ ん断力係数 と

最大応答変位の 関係 を求め, それぞれの 地震動に つ い て , 免震層および 1 階, 2 階が変形する条件 を導き,

半順U 条件と比較する ｡ 判別条件に用 い る地動加速度に は最大値を用 い る ｡ 比較する際に用 い るせ ん断力係

数の 算出方法に つ い て 図 5 . 21 に示す｡ 免震層の せん断力係数 C o を判別条件 に用 い , 1 , 2 階 どちらかの 層

図 5 .1 6 : 判別条件(K J M OO O , S Y L 3 6 0)



5 .7 実地震動に対する応答 8 3

間変形が 1 5 m m (1/ 2 00) に なるときの せん断力係数 を C A , 1 階 の変形が卓越し, 免震層の 変形が 1 5 m m

(1/ 2 00) となる ときのせ ん断力係数を C β とする｡ これら の値を図 5 .9 の判別条件に よる予測値 と比較す

る ｡ 図5 .22 , 5 .
2 3 に予測値と応答値の 関係を示す｡ 図5 .2 2 は C 4 , 図 5 .23 は C β の関係 を示す｡ 比較 の対

象 とするモ デル は 1 階のせ ん断力係数が 0 . 2 , 0 .3 , 0 .4 とな る等分布お よび逆三角形強度分布モ デル の免震

周期 4 秒の モ デル とした ｡ ( a) に等分布モ デル, ( b) に逆三角形モ デル の結果を示す｡ 点種の 違い はモ デル

の 違い を表し, 図中の 直線′( ズ) は解析値を回帰する直線を表す｡ 図 5 ･2 2 の予測値 は常に 1 階の せん断力

係数となるため, 0 .2 か 0 .3 か 0 .4 となり, 図 5 .2 3 で は, 地動加速度に よ っ て 異なる｡

1 階に変形が生じない 条件 C A に つ い て , 図 5 .2 2 より, ほぼすべ て の モ デル で , 応答値が予測値よりも

小さくなる こ とが分か る ｡ これ は前節ま で の結果と同様の傾 向で あり, 実地震動に 対する応答 に つ 主 て

も, 免震層のせ ん断力係数が 1 階のせ ん断力係数よりも小さ い場合であ っ て も, 1 階に変形が生じる ｡ 応

答値 はおお むね予想値の 半分程度となり, 回帰線 ′( ズ) からもその傾向が読み とれ る｡ ただ し, 図5 .2 2( b)

の逆三角形分布モ デル の応答値の ほうが予測値と近 い ｡ こ の 違い は, 強度分布の違 い により, 免震層の 応

答が異なる こ とを示して い る ｡
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免震層が変形する条件の 比較 (図 5 . 2 3) に つ い て も, 予測値に 比べ て 応答値は小さく なる ｡ これ は地動

加速度として 最大値を用 い て い るため であり, 多数の振幅をも つ 波が含まれ る実地震動の強さ を過大 に評

価して い るた めである と考えられ る｡ よ っ て ,
予測値は応答値を危険側 に評価して おり, 実地震動に 対し

て , 免震層が作用する条件 を求める際に, 図 5 .9 の判別条件で地動加速度の最大値を用 い る ことば耐震設

計上危険であると い える｡ そ こ で, 解析結果の 下限値を とる直線 g( ズ) を求め, 図 5 .
2 2 , 5 . 23 中 に示した ｡

下限値の債 きは い ずれ の 図に お い て も 0 .4 となり, 解析値の 最小 は予測値の 0 .4 倍 となる ｡ また, 直線

g( ズ) か ら求めた応答の 下限値の 判別条件 を図5 .2 4 に示す｡ こ の 判別条件 は地震応答に 対する応答の下限

値を求める こ とが で き, 応答を安全側 で予測する こ とが可能で ある ｡ 図 5 .2 2 , 5 . 2 3 に お い て , 下限値と予

測値の範囲内に はほぼすべ て の解析結果がおさま っ て おり, 予測値が上限値 とな っ て い る｡ 図 5 .2 2 で は,

1 階が変形しな い た めの免震層のせ ん断力係数を, 図 5 . 23 で は免震層が変形する条件 を予測で きて いろ｡

以上 の結果か ら, 戸建て免震建物の 実地震動に対する応答 は, 図5 .9 に示した判別条件を応答解析結果
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図 5 .2 4 : 応答解析結果から求めた半相打条件

の 下限値から求めた補正値 によ っ て修正 した図 5 . 2 4 の 判別条件 に よ っ て おお よそ予測で き, 免震建物の

応答 を予測する 一

つ の 指標に なり'うる とい える｡

5 .8 まとめ

本章で は基礎部に剛滑り支承型復元力特性の 免震層をもつ 2 層戸建て 住宅が, 地震動を受けた際に変形

する条件 に つ い て 検討を行V ) , 以下の結論を得た ｡

1 . 上部構造と免震層の復元力特性を剛塑性 と仮定する と, 上 部構造と免震層の変形は図 5 .9(b) の 判別

条件 で予測 で きる ｡ こ こ で, C g = ( 地動加速度 αg) /(重力加速度 g) , C o : 免震層のせ ん断力係数,

C l : 1 階の せん 断力係数である｡

2 . 上部構造の復元力特性を完全弾塑性 と仮定する と, 本章で 検討した範囲内で はおお よそ図 5 .24 程

度の 判別条件で安全側に予測で きた｡ また, 図 5 .9(b) の 判別条件は応答の 上限値 となる｡

た だし, 本章で示した図5 .2 4 の 判別条件は上部構造の 応答特性に依存して い る と考えられるため, 他の

応答特性もつ 上部構造の 場合に , 判別条件に どの ような影響を与えるの か に つ い て の 検討は必要 である ｡
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結論

本論文で は, 多層建物の応答を把握する にあたり, 塑性変形に着目して その 応答を解析し, それらの 把

握を行 い , 塑性変形が建物の 損傷に及ぼす影響につ い て , 論理的に 明らか にした ｡ 以下に本論文で得られ

た結論を示す｡

1 . 全階ほぼ均等な中低層魚骨型 R C 造骨組に お い て , 最大速度 1 . O m / s 程度の地震波にお い て , 強度

が相対的に弱 い 階が存在すると, 層崩壊機構を防ぐため に大きな柱梁耐力比が要求されるが, 明確

な弱点階が存荏する建物であ っ て も, その 上 限は存在する｡ また, 明確 な弱点階を有する建物の 層

崩壊機構を防ぐた めに必要な柱梁耐力比は, 弱点階を有しな い 建物で 必要な柱梁耐力比より 0 .4 ～

0 .6 程度大 きく なり, 層崩壊機構 を防 ぐた めの柱梁耐力比は, 建物の 強度分布が 同じ である場合 に

は地震力の大きさ によ っ て 大きな影響を受ける｡

2
. 全階ほぼ均等な中低層魚骨型鉄骨骨組 で, 遠方型および直下型の 地震波に対する応答解析から, 柱

梁耐力比は節点の 上下左右の柱梁強度の 和で定義するの が適当で ある ｡ また, 上記の定義に よる柱

梁耐力比が 1 を超える と, 柱の 強度分布や層の 位置にかか わらず層降伏 エ ネル ギ
ー が減少傾向に な

る ｡ 動的増幅係数 をエ ネ ル ギ
ー

の 面か ら見た場合に は , ほぼ全階同様 に増幅する必要がある ｡ 建物

の 強度分布が A ～分布か ら著しく異なる建物で は, 柱梁耐力比の み で部分降伏の 制御が困難な場合

がある ｡

3 . 剛塑性お よび完全弾塑性の 復元力特性を持ち, 固有周期が 0 .2 秒以下の層降伏型 2 層鋼構造建物が

最大加速度が
一

定の パ ル ス状の地震動を受 ける場合の応答 で は, 1 階と 2 階の 強度と質量および地

動加速度の みによ っ て 求ま る条件 ( 図 4 .
1 2(b)) によ っ て , 判別する ことが可能で ある ｡

4 . 基礎部に剛滑り支承型復元力特性の 免震層をも つ 2 層戸建て 住宅が, 地震動 を受けた際に 変形する

条件 として , 上部構造と免震層の復元力特性を剛塑性 と仮定する と, 上部構造 と免震層の 変形 は免

震層と 1 階の強度, 質量お よび地動加速度の みに よ っ て 求まる条件 (図 5 .9(b)) で予測で きる ｡ ま

た, 上部構造の復元力特性を完全弾塑性と仮定する と, 本論文 で検証した強震動に対して はおお よ

そ図 5 .2 4 の条件程度で安全側に 予測で き, 図5 .9(b) の 判別条件は応答の 上 限値 となる｡
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